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1975年京都府生まれ。一橋大学卒業後、マッキンゼー・アンド・カンパニー日本支社を経て独立し、

NPO・社会事業等に特化したコンサルティング会社を経営。東日本大震災後、RCF復興支援チーム 
（現・一般社団法人RCF）を設立し、情報分析や事業創造に取り組む。総務省地域力創造アドバイ 
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復興・社会貢献を通じて
事業を広げる非市場戦略

一般社団法人RCF 代表理事
新公益連盟 事務局長

藤沢　烈
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2018年3月、東日本大震災から
丸7年を迎える。道路や住宅といっ
たハードの復旧はピークを過ぎ、
産業・コミュニティー・人材といっ
たソフトの復興、そして原発事故
で甚大な被害を受けた福島の復興
が正念場を迎えている。

多くの企業やNPOが被災地支
援に携わり、地域の行政や団体と
つながりながら支援を続けてきた。
例えば三菱商事は、東北の地方銀
行と協働し、合計51の被災した事
業者へ支援を行った。ヤマト運輸
は、岩手県の社会福祉協議会と連
携し、配送とともに一人暮らしの
高齢者を見回る「まごころ宅急便」
を推進した。当RCFも日本財団や
復興庁と協働し、東北被災3県に
人材を派遣する「WORK FOR 東
北」事業により166人の専門人材
を被災地にマッチングし、復興に
貢献してきた。復興に限らず、社
会課題は一つのセクターでは解決
できない。組織を超えた協働が必
要とされている。

同時に、地域や社会に関わるこ
との事業上の意義について、一部の

企業は気づきはじめている。非市
場戦略という考え方がある。ルール
形成や制度変更といった市場外の
取り組みを通じて、新しい市場で
の競争優位を目指す戦略のことだ。
AirbnbやUberといった、新しい
ルールを創りながら事業を広げる
新興企業の勃興によって注目さ 
れている。非市場戦略では行政や
NPOとの連携が欠かせない。

例えばキリンは、東北地方や 
熊本県で、被災した農水産事業者
への支援を続けている。この過程
で自治体や地域の団体と連携し、
従来のビール販売の営業とは異 
なる形で広範なネットワークを 
築くことができ、結果的にその地
域でのキリンのブランド力向上に
寄与した。

化粧品メーカーの日本ゼトック
は、東日本大震災や2016年の台風
10号で大きな被害を受けた岩手県
岩泉町の地元企業と連携し、化粧
水の開発を行った。岩手県庁と協
働した実績により岩泉町から信頼
を得て、商品開発とマーケティン
グに成功した。

リクルートキャリアは、宮城県
気仙沼市で、地元企業10社による
I・Uターンを応援するプロジェク
トを実現させた。初年度に気仙沼
市からプロジェクトの候補となる
企業の推薦と必要経費の支援が
あったからこそ、同社は費用対効
果が見合いにくい人口約6万5,000 
人の地域に参入することができた
のだ。

中小企業にこそ、非市場戦略は
有効な手段である。行政や地域と
協働することにより、少ない経営
資源であっても地域に進出できる
からだ。サービスを確立できれば、
その地域が類似の企業と手を組む
ことは少なく、他企業に対する参
入障壁になる。

社会貢献のみで関わりはじめた
企業は、早い段階で東北地方を後
にしている。今でも関わり続けて
いる企業は、社会貢献と経済合理
性の両方をもち合わせている。

東日本大震災から7年。新しい
発想で、東北地方や全国地域に関
わることを、考えてみてはいかが
だろうか。
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第9回 日本公庫シンポジウム
中小企業における

外国人雇用の現状と課題
日本で働く外国人は増える傾向にあり、その大半は中小企業で働いている。外国人の能力を

活かすことは、人手不足への対応だけではなく、海外展開や訪日観光客の受け入れなどのビ
ジネスチャンスをつかむ有用な要素の一つになっている。そこで、中小企業の外国人雇用を
考えるシンポジウムを開催した。

第1部では、慶應義塾大学商学部の樋口美雄教授に、日本経済の課題である人手・人材不足
と働き方改革について講演いただいた。第2部では、当研究所の研究員が、中小企業の外国人
雇用の実態について研究報告を行った。第3部のパネルディスカッションでは、外国人材のマ
ネジメントに取り組む経営者を迎え、議論を深めた。

（2017年11月30日、大手町フィナンシャルシティ カンファレンスセンターにて）
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深刻化する人手・人材不足

人手・人材不足の問題は、産業界、企業の方々に
とって最大の関心事の一つだと思います。本日は、
この問題と働き方改革をテーマにお話しします。

はじめに、現状を確認しておくと、有効求人倍率
は1.0を超えて上昇を続けています。これを求人と 
求職に分けてみると、求人数はリーマン・ショック
で大きく落ち込んだ後、景気の回復に伴って増加し、
右肩上がりとなっています。それに対して、求職者
数は、リーマン・ショックの影響で大きく増えた後
は減少し続けており、働く意欲のある者の多くがす
でに就職を決めて働いているという状況が生まれて
います。その背景には、景気の回復のみならず、構
造的な問題があります。

それは、生産年齢人口の減少です。日本の総人 
口は2008年をピークに減少に転じましたが、15～ 
64歳の生産年齢人口についてはその10年以上前、
1990年代半ばに約8,700万人でピークを迎え、すで
に1,000万人ほど減少して、2016年には7,665万人と
なっています。一方、就業者数については、最も多

かった1997年が6,557万人、2016年が6,465万人で 
あり、100万人弱の減少にとどまっています。

なぜ、この差が生まれたのか。理由の一つが、シ
ニア層の就業率の上昇です。男性の就業率を年齢別
にみてみると、1995年では20～24歳が69.9％、60～
64歳が69.3％と、ほぼ同水準にありました。その後、
20～24歳は大学進学率の上昇などを受けて2016年

（66.1％）まで低調に推移しているのに対し、60～64
歳は同年には76.8％にまで上昇しています。

働く女性も増えています。女性の年齢別の労働力
率のグラフは、これまで、結婚・出産で30歳代にいっ
たん仕事を離れ、40歳代に再就職する動きを反映し
て、M字カーブを描くことで知られていました。し
かし、近年、そのくぼみはほとんどなくなり、幅広
い年齢層で労働力率は上昇しています。

ただし、増えているのは主に非正規雇用であり、
男女ともに正社員として働く人の比率はそれほど上
がっていません。実態としては、雇用制度や人事制
度を維持しながら、あくまで補助的な仕事を担当す
る位置づけで雇用されているケースが多いようです
が、なかには勤続年数が伸び、基幹的な仕事を担う
人も増えてきました。

基調講演第1部

日本経済の課題 －人手・人材不足と働き方改革－
慶應義塾大学商学部 教授

樋口 美雄（ひぐち よしお）

1952年生まれ。専門は労働経済学、計量経済学。商学博士。慶應義塾大学大学院商
学研究科博士課程修了。スタンフォード大学経済政策研究所客員研究員、慶應義塾大学
商学部長などを歴任。厚生労働省労働政策審議会会長、内閣官房まち・ひと・しごと創
生会議構成員、働き方改革実現会議構成員など公職を多数務める。2008年から日本政
策金融公庫総合研究所顧問。2016年秋紫綬褒章を受章。
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増加する外国人労働者

人手・人材不足が問題となるなかで、外国人労働
者に対する期待は高まっています。図－1は、外国
人労働者数を産業別に示したものです。景気の回復
に合わせて2013年ごろから目立って増加している
様子がうかがえます。卸・小売業やサービス業のほ
か、かつてかなりの人員削減を行った製造業におい
ても、外国人労働者数が増えてきていることがわか
ります。

では、どういった在留資格で働いているのかとい
うと、「企業内転勤」「技術・人文知識・国際業務」

「医療」「教育」などの専門的・技術的分野といわれ
る在留資格のほか、「日本人の配偶者等」などの身 
分に基づく在留資格、「技能実習」などです。また、
資格外活動も増えていますが、ほとんどは留学生の
アルバイトです。技能実習制度については、2017年
11月から、管理・監督体制を強化する一方で技能実
習3号の在留資格が新設され、最長5年間まで雇用で
きる形に拡大されています。また、在留資格「介護」

図－１ 外国人労働者数の推移 の創設や、高度人材に対する永住権取得要件の緩和
など、外国人労働者の活用を後押しする制度設計が
進んできています。

さらに、国家戦略特区では、外国人家事支援人材
の受け入れ事業や、外国人創業人材の受け入れを促
進するいわゆるスタートアップビザの発行、クール
ジャパンに関わる外国人材受け入れの取り組みが始
まっています。

そうしたなかで、今後、外国人の活用がいっそう
進んでいくとみられますが、外国人、まさに人間を
受け入れるのですから、それに対応できるよう各企
業が働き方を見直していくとともに、外国人も居住
しやすい環境を整備したり、地域住民の理解を得た
りするなど、生活に関わる問題を社会的に解決して
いくことも必要です。

人材確保の戦略としての働き方改革

今までは、生産年齢にある日本人男性を中心に雇
用管理を考えてきた企業が多いと思われますが、長
時間労働を前提とし、勤務地、職務も限定されてい
ない、いわゆる無限定正社員という働き方だけでは
限界がみえてきています。これからは女性にも、障
害者にも、高齢者にも、外国人にも働きやすい環境
を用意していかなければならない。そうした環境を
用意することが、企業が人材を確保していくうえで
重要な戦略になる時代を迎えています。 

多様な人材が能力を発揮できるようにするために
は、意欲や能力を妨げる壁を取り払う必要がありま
す。そのためには、どういったことを考えていかな
ければならないのか。働き方改革実現会議において
まとめた、働き方改革における検討テーマを、図－2
に示しました。わが国の労働市場の根深い問題とし
て、正規雇用と非正規雇用の二極化があります。賃
金などの処遇や働き方に格差が大きく、非正社員か

資料：厚生労働省「外国人雇用状況の届出状況まとめ」
（注） 各年とも10月末の数値。
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ら正社員へのキャリアアップもなかなか進まない状
況のなかで、非正規雇用の処遇改善は重要な論点で
あり、賃金引き上げなどほかの論点にも広くかかわっ
てくるテーマです。この点については、同一労働同
一賃金を法律に明記する方向で検討が進んでいま
す。また、長時間労働の是正については、今までは
いわゆる36協定で、労使の合意によって労働時間、
残業時間の上限を設けることになっていたわけです
が、これを法的に最大何時間までという規制をかけ
る案が出ています。

もっとも、こうした法的な規制による環境整備だ
けでは限界があり、働き方改革は企業の自主性、労
使の間での交渉に委ねられる部分が大きくならざる
をえません。働き方改革をどのように企業が取り入
れて、戦略的な人材の確保・活用につなげていける
のか。鍵を握るのは、まさに、各企業の自主的な対
策です。そして、各企業において人材確保の成果を
あげるためには、わが社は働き方を変えました、と
いうだけではなく、どこに特徴をもたせて働き方改
革を進めているのかを明確にし、周囲にそれを示し
ていくことが大切です。ここで、事例を二つ紹介し
ましょう。

まずは、データ入力サービスを行う従業員数10人
程度の、兵庫県のある会社の事例です。同社の近隣
にある大手システム会社では、多くの若者を採用し
てシステムエンジニアを育てていたのですが、女性
社員が結婚や出産を機に退職する例が続いていたよ
うです。その状況をもったいないと考え、同社は、
何時に出社しても、何時に帰ってもよい「自由出勤
制度」を打ち出しました。子育て期にある女性が働
きやすい環境を整え、地域に眠る人材を活用する戦
略を採ったわけです。自由出勤制度というネーミン
グには、人材確保を図るために戦略的に使おうとい
う意図が表れていると思います。

同社の場合、平均通勤時間は10～15分程度だとい

います。だから、お昼にいったん帰宅して子どもの
世話をしてからもう一度出勤する、というような柔
軟な働き方もできる。そうした地の利を活かして、
通勤に1時間も2時間もかかる大都市では願っても
かなわない働き方を実現し、優秀な人材の確保につ
なげたのです。同社は、今や、データ入力だけでな
くプログラミングも手がけ、全国から注文を受ける
ようになり、企業規模も拡大させています。

岐阜県のある電機メーカーでは、高価な機械があ
るにもかかわらず、稼働率が低かったそうです。そ
こで、週末にも働けるようにしてはどうかと考えま
した。もっとも、平日勤務の社員に週末も出勤しても
らうわけにはいかないので、「土日はわしらのウィー
クデー」をキャッチフレーズに高齢者を雇用して、
これを実行しています。

今までは9時から5時まで、時には夜遅くまで働 
ける人だけを人材とみなしてきた面があるのではな
いかと思います。雇用管理に工夫を凝らして柔軟な
働き方を認めていくことが、これからの人材活用に
は必要です。例えば、外国人労働者についても、求
める働き方はさまざまでしょうから、法律の下にそ
れに対応できるように自社の働き方を変えていく、
新しい働き方を実現していくことが求められます。
ご清聴ありがとうございました。

図－2 働き方改革の論点

●　非正規雇用の処遇改善
●　賃金引き上げ、生産性向上
●　長時間労働の是正
●　柔軟な働き方の実現
●　女性、若者の就業支援
●　病気の治療、子育て、介護との両立
●　障がい者、高齢者の就労支援
●　転職、再就職支援
●　教育環境の整備
●　外国人材の受け入れ

資料：働き方改革実現会議「働き方改革実行計画」を基に作成。
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6割の企業が正社員として雇用

本報告では、中小企業における外国人雇用の現状
と理由について、当研究所が2016年の8月から9月
にかけて取引先の中小企業を対象に実施した「外国
人材の活用に関するアンケート」の結果により、み
ていきます。

まず、外国人を雇用している企業の割合ですが、
回答いただいた3,924社のうち13.3％になります。 
業種別にみると、製造業と飲食店・宿泊業で多く、
それぞれ24.3％、25.5％を占めています。また、外国
人を雇用している企業の割合は企業の規模が大きい
ほど多くなっています。具体的には、従業者数が 
4人以下の企業では2.1％であるのに対し、50～99人
の企業では36.7％、100人以上の企業では51.1％を 
占めています。

外国人従業員の雇用形態をみると、正社員として
雇用している企業の割合が58.7％で最も多く、非正
社員の39.0％、技能実習生の21.0％が続きます。正
社員として雇用している企業の割合は、卸売業と情
報通信業で多く、非正社員は小売業と飲食店・宿泊
業で、技能実習生は製造業でそれぞれ多くなってい
ます。また、正社員を雇用している企業の割合は企
業規模と関係ありませんが、非正社員や技能実習生
を雇用している企業の割合は従業者数が10人以上
の企業で多くなっています。

日本人と変わらない賃金

外国人従業員が担当している仕事の難易度をみる
と、正社員は、ある程度の熟練や高度な熟練、専門
的な知識や技術が必要な仕事をしているという企業
が62.3％を占めていますが、非正社員と技能実習生
では入社してすぐにできる、あるいは多少の訓練や
慣れが必要な仕事が、それぞれ82.8％、72.5％を占め
ています。

次に、外国人従業員の賃金をみてみましょう。ま
ず正社員の月給ですが、22万円超が6割を占めてお
り、平均値は27.6万円です。非正社員の時給は901円
以上が6割弱を占め、平均値は940円です。外国人従
業員の年齢をみますと、34歳以下が正社員では47.3％
を、非正社員では55.6％をそれぞれ占めています。
年齢構成を考えると、外国人の正社員や非正社員の
賃金は日本人と変わりません。

ただし、技能実習生については月給の平均が14.7万
円、時給の平均が852円となっています。正社員や
非正社員は日本人と同様に求人誌やハローワークを
通じて採用しますから、賃金など労働条件も日本人
と同じになりますが、技能実習生は労働市場を通さ
ないからでしょう。もっとも、技能実習生を雇用す
るには、渡航費や住居費、研修費など多くの費用が
かかりますので、必ずしも安価な労働力だというわ
けではありません。

研究報告第2部

中小企業における外国人雇用の実態
日本政策金融公庫総合研究所 主席研究員

竹内 英二（たけうち えいじ）
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日本人だけでは
人手が足りないから 28.0

外国人ならではの
能力が必要だから 23.3

能力・人物本位で
採用したら外国人だった 18.2

日本人が
採用できないから 10.4 （n＝510）

0 10 20 30（％）人手不足と国際化

外国人を雇用する理由をみると、最も多いのは「日
本人だけでは人手が足りないから」の28.0％で、「日
本人が採用できないから」の10.4％を合わせると
38.4％の企業が人手不足から外国人を雇用していま
す（図）。しかし、「外国人ならではの能力が必要だ
から」が23.3％、「能力・人物本位で採用したら外 
国人だった」も18.2％あり、積極的に外国人を雇用
している企業も同じくらいあります。

外国人を雇用する理由は雇用形態によって異なり、
外国人従業員としては正社員だけがいる企業では、
人手不足を理由とする企業は16.6％と少なく、「外 
国人ならではの能力が必要だから」が35.9％、「能
力・人物本位で採用したら外国人だった」が31.8％
を占めています。逆に、外国人従業員としては非正
社員だけがいる企業や技能実習生だけがいる企業で
は、人手不足を理由とする企業がそれぞれ59.2％、
60.8％を占めています。

外国人ならではの能力が必要だと回答した企業に
ついて、その能力が何かをみると、9割の企業が仕
事で必要な外国語が使えることと回答したほか、外
国に人脈がある、外国の商習慣や文化、宗教に詳し
いといったことが挙げられています。

また、外国人ならではの能力が必要だと回答した
企業について、外国人に担当させている業務をみる
と、貿易や外国企業への業務委託に関する仕事や翻
訳・通訳、海外現地法人の運営、インバウンド（外
国人観光客）関連の事業が挙げられています。つま
り、既存事業の国際化や、あるいは日本社会の国際
化に対応した新規事業を進めるために必要ではある
が、日本人がなかなかもっていない知識やノウハウ
など無形の資源を、外国人を雇用することによって
獲得しているのです。

外国人雇用で成長を実現

外国人を雇用する理由の一つは人手不足ですが、
人手不足になっているのはけっして労働条件が悪い
からではありません。

例えば、正社員を募集する際に提示する月給の額を
みると、22万円以上の割合は外国人を雇用していない
企業では27.0％ですが、外国人従業員としては正社員
だけがいる企業では39.4％、非正社員だけがいる企業
では34.5％となっています。外国人を雇用している企
業の賃金は、雇用していない企業よりも高いことが多い
のです。ただし、技能実習生だけを雇用している企業
が提示する月給は、外国人を雇用していない企業より
も低めになっています。

人手不足になるのは、主に事業が拡大しているから
です。例えば、最近5年間の売上高が増加傾向だとす
る企業の割合は、外国人を雇用していない企業では
27.1％ですが、外国人を雇用している企業では49.1％
を占めています。技能実習生しか雇用していない企業
でも45.3％が増加傾向だと回答しています。

このように中小企業は、外国人を雇用することで人
材や人手の不足という制約条件を解消し、成長の機
会を実現しているのです。

図 外国人を雇用する理由

資料： 日本政策金融公庫総合研究所「外国人材の活用に関するアンケート」
（2016年）

（注） 上位4項目を掲載。



1010

日本公庫シンポジウム日本公庫シンポジウム

日本政策金融公庫 調査月報
March 2018 No.114

外国人材の活用に取り組む3社

（司会）第3部では、外国人材の活用で先進的な中 
小企業の経営者3人をお招きし、外国人材を活用す
るためのポイントをお聞きしていきます。

最初に、事業内容と外国人の雇用状況についてお
話ししていただきます。神奈川県座間市の㈱赤原製
作所の赤原宗一郎社長からお願いします。
（赤原）1960年設立の当社は、板金加工を営んでお
り、6メートルまでの大型金属部品の精密曲げ加工
を得意としています。先代である父が50年間社長を
務め、2014年にわたしが後を継ぎました。約50人 
いる従業員のうち、35人が外国人です。日系ブラジ
ル人が25人、ベトナム人が5人ほどおり、そのほか
タンザニア、マリ、バングラデシュ、ペルーなどさ
まざまな国の人が働いています。
（司会）続きまして、サポート行政書士法人の鈴木 
徹司代表にお願いします。
（鈴木）当社は、ビザや帰化、各種の許認可等の申請
業務を行う行政書士事務所です。新宿に本社を置い
ており、秋葉原や名古屋、大阪にも支店があります。
創業から16年、法人を設立してからは9年で、従業
員は36人です。

外国人従業員は現在9人おり、英語や中国語、
ミャンマー語、インドネシア語など、日本語と合わ
せて7カ国語に対応できます。長期雇用を前提に、

外国人従業員も日本人従業員と同じように昇進でき
る公平な人事制度を採っていて、現在も育児休暇中
の者がいますし、育児休暇後に職場復帰した者もい
ます。
（司会）㈱グローバルパワーの竹内幸一社長、お願 
いします。
（竹内）当社は、日本に住む日本語が堪能な外国人 
材を企業に派遣・紹介する事業を営んでいます。本社
は東京都台東区で、従業員は約30人、そのうち8人が
外国人です。企業に派遣している外国人は約200人
で、人材紹介事業では毎月10人前後をあっせんして
います。また、当社が運営している外国人専門の求
人サイト「NINJA」には、毎月1,000人ほどの新規登
録があります。総数で133カ国、約4万人に登録を 
いただいています。

活用に取り組んだ経緯

（司会）皆さんありがとうございました。次に、外 
国人を雇用するようになった経緯についてお聞きし
ます。赤原社長はいかがですか。
（赤原）当社における外国人材の活用は、1990年代
初頭に日系ブラジル人を1人雇ったのが始まりです。
簡単に言えば、重い金属を扱う仕事ということもあ
り、日本人が思うように集まらなかったために外国
人を雇用したという経緯でした。

その日系ブラジル人の方は本当に一生懸命に働い

パネルディスカッション第3部

中小企業における外国人材のマネジメント
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てくれて、親戚や知人にどんどん当社を紹介してく
れました。それが、全従業員の7割が外国人という
現在の状況につながっています。
（司会）次は、鈴木代表にお願いします。
（鈴木）当社の場合は、翻訳や通訳をしてもらうた 
めにアルバイトを雇ったのがスタートでした。真面
目に働き、顧客の気持ちもよく理解している様子を
みて、外国人材を活用することで外国人顧客にいっ
そうしっかりとしたサービスを提供できる態勢を整
えたいと考えるようになり、4年前から外国人を正
社員として雇用するようになりました。

ビザ申請のサポートも当社の重要な業務の一つで
あり、日頃から外国人顧客を相手にする機会が多く
あります。日本に来た外国人にとって、ビザが下り
なければ母国に帰らなければならないという不安は
計り知れません。そのようなときに外国人従業員に
母国語で相談ができ、日本人の行政書士もしっかり
ついているということで、安心感をもっていただけ
ることが、当社の強みになっていると思います。現
在、顧客満足度の向上という観点から、外国人従業
員を増やすことに取り組んでいるところです。
（司会）日本国内で暮らす外国人も増えてきていま 
すし、永住の許可や帰化を申請する方も増えていま
すから、母国語でサービスを受けられるのは安心で
きるでしょうね。

続いて、竹内社長にお聞きします。御社の場合は
その事業内容から、自社でも外国人を雇用するのは
自然なことだと思います。そこで、なぜ外国人材に
特化した人材派遣事業を手がけることになったのか
について、教えていただけますか。
（竹内）一つには、学生時代を米国で過ごし、わたし
自身が外国人として現地で仕事を探すのにたいへん
苦労した経験があり、日本で同じような思いをして
いる人を支援したいと考えたからです。

また、グローバル展開を狙う日本企業の後押しを

したいという思いもありました。これからは内需だ
けを追っていては成長が難しい時代です。一方で、
わざわざ日本に来て日本語を学び、日本の文化に興
味をもち、日本で働きたいという外国人がいる。そ
うした人々と企業をつなぐことに意義を感じ、この
事業を始めました。
（司会）今でこそタイムリーなビジネスだと思いま 
すが、事業を始めた当時は、さほど需要がなかった
のではありませんか。
（竹内）そうですね。外国人材は不要だという企業 

パネリスト

司会・コーディネーター

日本政策金融公庫 主席研究員
竹内 英二

〈略歴〉
2009年　㈱グローバルパワー設立に参画
2010年　同社代表取締役

㈱グローバルパワー 代表取締役
竹内 幸一

（たけうち こういち）

〈略歴〉
2001年　行政書士事務所開設
2008年　同法人設立

サポート行政書士法人 代表
鈴木 徹司

（すずき てつじ）

〈略歴〉
2005年　㈱赤原製作所入社
2014年　同社代表取締役

㈱赤原製作所 代表取締役
赤原 宗一郎

（あかはら そういちろう）
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が多かったように思います。ある飲食店に、これか
らは中国人観光客が増えるので中国人のアルバイト
を雇って将来に備えてはどうかと提案したところ、
外国人が接客していたら日本人客が離れてしまう、
もう営業に来ないでほしいと言われたこともありま
した。そうした状況は確実に変わってきています。
現在、当社には、企業から月に100件ほどの問い合
わせが入るようになっています。問い合わせの質の
面でも変化を感じます。人手が足りないからという
だけではなく、具体的に必要とする人材のイメージ
をもっていて、こういう外国人材を探している、と
いう内容の問い合わせが増えています。
（司会）以前は労働力としてやむなく外国人を雇う 
企業が多かったのですが、今では、むしろ外国人を
リクエストする企業が増えているのですね。

外国人材を活かすマネジメントの工夫

（司会）次に、マネジメントの工夫についてお聞き 
します。外国人の方は使用する言語だけではなく、
勤労観や価値観などさまざまな考え方が日本人とは
異なります。日本人にとって当たり前のことが外国
人にとっては非常識であったり、その逆であったり
します。その点を理解せずにいると、せっかく採用
したのにすぐに辞めてしまうということにもなりか

ねません。外国人材が定着し、能力を発揮するため
にはどうすればよいのでしょうか。竹内社長からお
願いします。
（竹内）業務内容を初めにすべて明確に伝えておく 
ことが必須です。例えば、ある派遣先で、初めにレ
ジ業務をやるように伝え、後から、暇な時間に掃除
もやるように言ったところ、それは聞いていないと
トラブルになったことがありました。言わなくても
わかってくれという文化ではなく、はっきり言わな
ければわからないというグローバルスタンダードに
基づいて対応する必要があるのです。

もっとも、これは外国人に対してだけではなく、
日本人の若者に対しても同じことがいえます。我慢
してくれ、察してくれというマネジメントではこれ
からの時代は通用しません。一人ひとりに向き合い、
何事も明確に伝えることが、一番のマネジメントだ
と考えています。
（司会）ありがとうございました。鈴木代表はいか 
がですか。
（鈴木）当社で行っている具体的な取り組みを紹介 
すると、大きく三つあります。一つ目は、社内で使う
表現をかなり平易にしたことです。例えば、「ずさん」
な管理と言えば、日本人同士なら当然わかりますが、
外国人には、「管理について何か言っている」程度に
しか伝わりません。そこで、ミーティングなどで難
しい日本語が出てきた場合には、わかりやすい言葉
に置き換えて話してもらうという取り組みを1年ほ
ど続け、平易な表現でコミュニケーションをとれる
ようにしました。

二つ目は、私用の話も含めて、社内ではすべて日
本語で話す決まりにしたことです。外国人同士が母
国語で小声で話していると、内容がわからない日本
人からしたら良い感じはしません。仕事が終わった
ら酒を飲みにいく約束をしていただけでも、仕事で
何かやましいことがあるのではないかなどと勘繰っ
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てしまうものです。日本語に限ることでいらぬ誤解
が減ったと思います。

三つ目は、業務の分掌表をつくったことです。各
人がどの仕事をするかを書き出したもので、わたし
が月初めに更新しています。竹内社長の話にもあり
ましたが、当社では仕事の分担を明文化することで
認識のずれが生じないようにしています。

これらの取り組みは、外国人従業員の提案も採り
入れながら皆で進めてきました。
（司会）外国人従業員も意見をはっきり述べて仕事 
に参加するという社内の風土があるのですね。
（鈴木）初めからうまくいっていたわけではありま
せん。例えば、以前は、外国人が外国人に業務を教
える方法を採っていたのですが、そうすると外国人
だけのグループができてしまい、日本人従業員との
間に壁が生まれ、意思疎通が図れず業務が円滑に進
まなくなってしまったことがあります。現在は、日
本人が外国人を教えるようにしています。
（司会）なるほど、試行錯誤してきたのですね。続 
いて、赤原社長にお願いします。
（赤原）最も大事にしているのは、日本人と外国人 
をまったく区別せず、仕事ぶりを公平に評価するこ
とです。どちらかを優遇してしまうと会社全体が良
くならないですから。この考え方は、初めて外国人
従業員を雇うようになった先代のときから一貫して
います。

また、指示や指導内容などが相手に伝わらないの
は伝える側の責任と決めており、伝えるために工夫
をするよう促しています。例えば、鉄板の曲げ加工
などでは、実際に少しずつ作業してもらいながら細
かく指導するようにしています。手間はかかります
が、そうしないと伝わりません。これは日本人に対
してもまったく同じだと思います。マニュアルのと
おりにやれ、ではなく、ここのポイントはこうだよ、
ここの曲げの角度はこうだよと丁寧に教えることが

必要です。いざやってみると伝わっていないことも
多々あります。それでも、どうすれば伝わるのかを
考え、工夫し続けることが大切です。
（司会）コミュニケーションのうえでは、普段から 
良い距離感をつくっておくことも大切だと思いま
す。その点で取り組んでいることはありますか。
（赤原）わたし自身、なるべく毎日現場を歩くよう 
にして声をかけ、外国人従業員と日本語でよく冗談
を言い合っていますね。また、お花見会や忘年会な
どを開く際には家族や親族も招待したり、子どもの
保育園の情報を従業員同士で共有するよう促したり
と、仕事を離れた場面でのコミュニケーションもとっ
ています。
（司会）当然ながら外国人にも家族があるわけで、 
家族を連れて日本に来ていたり、こちらで結婚した
りする方もいる。長く働いてもらうには、家族への
配慮も必要になってきますね。鈴木代表は、この点
についていかがですか。
（鈴木）特に、若い従業員は、親が母国に残ってい 
ることが多いので、休暇を取って親孝行のために帰
国したいという思いが強いようです。自分からは言
い出しにくいようなので、今年はいつごろ帰省する
のかなどと、こちらから声をかけるようにしていま
す。中国人なら春節に合わせて、というように、家
族のほうも帰ってきてほしいときに子どもが帰って
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きてくれれば喜びますから、本人は日本で働くこと
にいっそう前向きになってくれています。
（司会）その国の習慣についても興味をもって知っ 
ておく必要がありますね。
（鈴木）そうですね。聞くとうれしそうに話してく 
れます。相手も自分たちのことを理解してもらえた
と感じ、相互理解が深まります。

採用時の留意点

（司会）能力を発揮してもらうには、雇ってからの 
マネジメントだけではなく、採用時に留意しておく
べきこともあるのではないかと思います。この点に
ついて、竹内社長にお聞きします。
（竹内）企業からみた注意点とすれば、日本語のう 
まさで人材を判断しないことです。日本語がうまい
から優秀というわけではありません。言語は若い人
ほど習得が速く、採用時に多少の難があっても仕事
をするなかで覚えていきます。

また、海外は契約文化なので、業務内容や賃金体
系を明文化することです。業務内容を明確に示し、
昇給や賞与の支給実績などをきちんと公表しないと
通用しませんし、そもそも優秀な人材を採用するこ
とはできません。
（司会）先ほど、企業の外国人材に対するニーズが 
変化している点についてお話がありましたが、外国
人が日本で働く動機も変わってきていると感じま 
すか。
（竹内）日本が好きで、だから日本で活躍したいと 
いう人が増えていると感じます。日本語を勉強して
も、たかだか1億2,000万人にしか通じません。それ
でも日本を選んだ人には、日本の何かが好きだとい
う共通点があります。どんな仕事がやりたいかとい
うことにもつながりますので、日本に来たいと思う
ようになった理由を確認してあげるとよいでしょう。

（司会）たんに稼ぐというだけではなく、外国人が 
日本で働く動機は多様化しているということですね。
企業側はそれを念頭に置いておく必要があります。

さて、外国人を採用するうえで避けて通れないの
が、在留資格、いわゆるビザの問題です。注意点に
ついて、鈴木代表に教えていただきたいと思います。
（鈴木）外国人を雇用して将来的にどのように事業 
を展開したいのかをしっかり考えておくことが肝要
です。申請書類の一つに採用理由書がありますが、
たんに人手不足で日本人の代わりに外国人を採用す
るということでは、単純労働とみなされて許可され
ません。中長期的な経営戦略のなかで外国人材の活
用を考え、採用したら実際にそれに取り組んでいく。
そうしておけば、審査のうえでも信頼できる企業と
して評価されると思いますので、次に新たな人材を
採用する際にもスムーズに手続きが進むのではない
でしょうか。

外国人材の位置づけと役割

（司会）最後に、自社における外国人材の位置づけ 
と役割について、皆さんにおうかがいします。
（赤原）当社の場合は、全従業員の7割を外国人が 
占めており、外国人材は必要不可欠な存在です。20年
以上働いている人も少なくありません。管理職も増
え、週に3回行っている朝の営業会議のメンバーは、
父とわたし、営業部長、管理部長は日本人、工場長と
次長、溶接部門とCAD部門の課長は外国人になっ
ています。現場でも、外国人の先輩が新入社員に対
して、ここは日本なのだから日本語を勉強し、会社
のルールを理解して守るようにと、率先して指導し
てくれるようになっています。外国人材を切り離し
て当社を語ることはできません。それくらい重要な
役割を果たすようになっています。
（司会）鈴木代表はいかがですか。
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（鈴木）当社における外国人材は、いうなれば高性 
能のエンジンです。地頭が良くて、日本人より積極
的です。社内で研修をすると、外国人従業員が成績
上位に入ることが多いです。業績へのこだわりが強
く、目標達成に貪欲です。外国人が入ったことで、
やりたい仕事をやる社風に変わり、日本人従業員も
感化され、いわゆる指示待ち従業員が減りました。
業績も伸びています。
（司会）最後に竹内社長、お願いします。
（竹内）当社は、日本で就職を希望する外国人材と 
企業を結びつける人材派遣会社です。求職中の外国
人は、いわば当社の外国人従業員の後輩に当たり、
その後輩が存分に活躍できるよう支援する。一方で、
人口減少時代を迎えて外国人材にどうやって活躍し
てもらうかが企業の問題となるなかで、その解決を
支援していく。自らも同じ立場にある外国人従業員
は、そういった業務に対する使命感に燃えており、
当社の大きな力となってくれています。

外国人材活用のポイント

（司会）ありがとうございました。外国人材を活用 
することで、人手不足を解消するだけではなく、外
国人材をエンジンにして事業の成長につなげている。
そうした様子が皆さんの話からうかがえました。

もっとも、安易に外国人材を雇用するだけでうま
くいくものではありません。せっかく採用したのに
すぐ国に帰られてしまっては、企業にとっても外国
人にとっても不幸なことです。そうした事態を防ぐ
には何に気をつければよいのか。本日お聞きした話
から、外国人材活用のポイントをまとめると、次の
三つになるのではないでしょうか。

第1に、なぜ外国人材が必要なのかを明確にする
とともに、外国人がなぜ日本で働きたいかをよく見
極めることです。互いのニーズがマッチしないと、

活用以前の問題としてうまくいきません。
第2に、わかりやすい言葉で正確にコミュニケー

ションをとることです。中小企業の場合、日本語が
まったくわからない人材を採用することは少ないと
思われますが、細かなニュアンスまで伝わるわけで
はありません。外国人には理解が難しく、そもそも
外国語に訳しにくい言葉もたくさんあります。ちょっ
とした言葉の行き違いから社内で外国人が孤立して
しまったり、場合によってはいじめにつながったり
してしまうこともあるため、注意が必要です。

第3に、外国人と日本人を公平に扱うこと、どち
らも特別扱いしないということです。その際、いく
ら公平にやっていると口で言っても納得は得られま
せん。業務内容や人事評価などを見える化して伝え
ることが大切です。

実はこれらは、外国人を雇う場合に限らずあらゆ
る職場に求められていることです。そのため、外国
人材が能力を発揮できる職場は、誰にとっても能力
を発揮しやすい職場になるはずです。第2部でみた
とおり、外国人を雇用している企業は外国人を雇用
していない企業に比べて業績の良い企業が多くなっ
ています。これは、外国人か日本人かにかかわらず、
従業員が能力を発揮できる環境が整っているからに
ほかならないのだと思います。本日はありがとうご
ざいました。
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難しさを増す海外拠点の運営

取引先からの要請に対応したり、海外市場を開拓
したりするため、現地拠点を設立する中小企業は少
なくない。海外子会社を保有する割合の推移をみる
と、中小製造業では大企業同様、1994年以降、上昇
基調にあり、2013年は20.8％となっている（図－1）。
一方、連載第1回で指摘したように、近年は海外
から撤退する動きもみられるようになっている。当
研究所が実施した「中小企業の海外事業再編に関す
るアンケート」（注1）で、撤退経験がある企業の業種
別構成比をみると、製造業では「電気機器、電子部
品・デバイス、情報通信機器」が17.4％と最も多く、

次いで「金属製品」（16.0％）、「繊維・繊維製品」
（13.0％）となっている。
海外直接投資を行った中小企業は、進出後、どの
ような課題やリスクに直面しているのだろうか。損
保ジャパン日本興亜リスクマネジメント㈱が行った
「中小企業の海外展開の実態把握にかかるアンケー
ト調査」（注2）によると、生産機能の直接投資先をも
つ企業では、直面する課題・リスクとして、「現地人
材の確保・育成・管理」が55.8％と最も多く、次い
で「人件費の高騰」（54.4％）、「採算性の維持・管理」
（45.5％）となっている（図－2）。文化や慣習が異	
なる現地人材をマネジメントしていくこと、また、
事業環境が大きく変化するなかで収益を確保し続け
ることの難しさの表れといえる。

連載第1回では、電気機械産業の現状として、生産の海外シフトや市場競争力の低下
により国内生産が減少していること、また企業の海外展開が進む一方で、撤退の動きも
みられていることを指摘した。

第2回では、厳しい事業環境のなか、技術の蓄積を生かした新分野の開拓が、国内事
業での生き残りに向けて重要であると述べた。

第3回では、企業事例を基に、海外事業における生き残り策についてみていこう。

総合研究所 主任研究員　足立 裕介

現地の変化に
機敏に対応する海外拠点

電気機械産業における
中小企業の生き残り策

第3回
（最終回）
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では、厳しい事業環境が続く電気機械産業におい
て、海外拠点を長年にわたり円滑に運営している中
小企業は、どのように現地人材を確保・育成してき
たのだろうか。また、どのように収益力を維持・向
上させてきたのだろうか。今回、電気機械産業が集
積するマレーシアへ進出した企業にヒアリング調査
を行った。そのなかから、まず人材マネジメントに
おける特徴的な取り組みを紹介しよう。

日本型の人材育成手法を
現地に適合させる

現地人材がパイプ役として貢献
F社は、デジタルカメラや携帯電話に用いられる

アルミ電解コンデンサーのリード線端子を手がける。
得意先が1980年代後半に相次いでマレーシアに進
出したため、同社も94年に生産拠点を設立した。
社長のFさんは、「海外の生産拠点を運営してい	
くうえで、工場長クラスで信頼できる現地の人材を
いかに確保して、育成するかが重要です」と語る。
多民族国家のマレーシアでは、習慣や考え方が異な
る人たちを日本人が束ねていくのは、なかなか難し

いという。
同社は得意先の紹介により、日本の大手電機メー
カーに勤務した経験がある、現地のGさんを工場長
として採用した。Gさんは国内本社の考え方を現地
スタッフに伝えるだけでなく、現地スタッフからは
悩みや要望を積極的に聞き取り、両者のパイプ役と
して機能している。
また、同社は国内本社同様、従業員一人ひとりの
担当業務を明確に定め、達成度合いに応じて人事評
価を行う目標管理制度を導入している。進出当初は
各人の担当業務が不明確であったため、同僚の仕事
を奪い、報酬を要求してくるケースもみられたとい
う。評価に当たっては、各人がモチベーションを維
持、向上できるよう、Gさんは従業員が納得するま
で話し合いを行っている。

資料：	損保ジャパン日本興亜リスクマネジメント「中小企業の海外展開
の実態把握にかかるアンケート調査」（2013年、中小企業庁
『2016年版中小企業白書』掲載の第3-4-47図から抜粋）

	（注）	「最も重要な直接投資先の拠点機能」として「生産機能」を挙げた
企業についての集計結果のうち、上位10項目を掲載。

出所：中小企業庁『2016年版中小企業白書』
資料：経済産業省「企業活動基本調査」

図－1　海外子会社を保有する企業割合の推移 図－2　直接投資企業が直面している課題・リスク（複数回答）
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ジョブローテーション制度で人材をつなぎ留める
H社は、パソコン用プリンターの部品を製造する。
もともとは輸出を手がけていたが、プラザ合意後の
急激な円高を受けて、1986年、マレーシアに生産拠
点を設ける。同国では転職が多く、育成した人材を
いかにつなぎ留めるかが現地拠点を運営するうえで
の大きな問題であった。
同社は、現地スタッフに幅広いスキルを身につけ
てほしいとの考えから、マレーシアではなじみのな
いジョブローテーション制度を採用する。当初は新
しい仕事に就くことに不安を感じたり、異動を左遷
と誤解するスタッフも多かった。しかし、生産現場
や資材調達をはじめ、さまざまな職務の経験が将来
の昇格につながるとわかるようになり、転職者は	
減少していったという。現在、現地拠点における	
従業員の平均勤続年数は15年を超え、最近では、	
従業員の兄弟や子どもが入社するケースも増えて	
いる。

環境変化に応じた
ビジネスモデルの転換

マレーシア政府は電気機械産業において、外資を
積極的に導入してきた。電気機械産業における日本か
らの進出企業数をみると、2000年代前半まで、マレー
シアは、アジア圏で中国に次いで多かった（図－3）。
しかし、2005年以降は減少基調にある。要因として、
マレーシアにおける賃金水準の上昇や、中国やタイ
といった周辺国の技術力の向上を背景に、大手電機
メーカーが生産拠点をほかに移していったことが考
えられる。それにより、現地法人の収益性が低下し
てきたのであろう。
進出当時と比べ、事業環境が大きく変化するなか、
中小現地法人はどうすれば収益性を維持・向上でき
るのだろうか。鍵はビジネスモデルの大胆な見直し
にある。事例をみてみよう。

製造拠点を設計拠点に転換
I社は、テレビのリアカバーの金型を製造する。取
引先である大手電機メーカーの海外展開に合わせ、
同社も1990年にマレーシア工場を設立。取引先の現
地での生産拡大に伴い、海外事業は軌道に乗ってい
く。しかし、2000年代に入ると、薄型テレビ市場の
拡大とともにアジア圏のメーカーが台頭し、価格競
争が激しくなっていく。すると日本の大手電機メー
カーは、賃金の低い中国に生産拠点を移管し、現地
で金型の調達を増やすようになり、同社の受注は急
速に減少していった。
マレーシア工場を閉鎖すべきか。しかし、これま
で20年以上育成してきた技術者を手放すことは大
きな損失である。他方で、国内では人手不足が深刻
化しており、設計に詳しい専門人材を新たに確保す
ることは中小企業にとって容易ではない。
そこで金型の設計に必要なソフトウエアである、

CAD/CAMの取り扱いに精通した技術者8人を残留
させ、マレーシア工場を国内本社の設計拠点に転換
した。現在は、取引先から受領したイメージ画を基
に、設計図や3次元の金型モデルを作成している。
現地スタッフは全員、英語が堪能であるため、海外
メーカーとの交渉役としても貢献している。

本業の収益力強化で不採算部門を代替
J社は、エアコンのコンプレッサー部品の金型を
製造する。現地市場の開拓に向け、大手商社が運営
していたマレーシアの金型工場を2003年に買収し、
2004年からは新事業として再研磨事業を開始する。
再研磨とは、取引先からの依頼に基づき、粉砕機や
切断機に使われる刃物を研ぎ直すものである。当初
は日系メーカーからの受注が順調に増え、研磨設備
を増強していった。しかし、周辺国における企業の
研磨技術が向上してくると、取引先は加工コストが
低いタイ企業からの調達を増やすようになり、同社
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の再研磨事業の売り上げは減少していく。
社内で議論した結果、再研磨事業からは撤退し、
本業である金型製作に注力することにした。ただし
金型についても、マレーシアを含めたアジア圏の企
業の技術力が向上しており、今後、現状の受注を確
保できなくなるおそれがある。
それまでは現地スタッフに生産管理を任せていた
が、品質の向上に向け、国内工場から高精度を実現
できる機械を搬入するとともに、日本で長年蓄積し
てきた設計や仕上げのノウハウも相次ぎ導入するこ
とにした。結果、従来と比べ、高品質の金型を提供
できるようになり、国内で取引のある日系企業から
の受注が回復、増加していった。

求められる柔軟な対応

日々、厳しい競争にさらされるのは日本も海外も
同じであるが、特定の取引先に依存して海外へ進出
した場合は、国内以上に事業環境の変化に直面しや
すい。しかも、文化や歴史の異なる国での人材マネ
ジメントを加味すると、海外でのオペレーションの
ほうが国内よりもリスクが高いかもしれない。事例
企業をみると、人材マネジメントや事業環境の変化
に対して、各社ともに現地の事情を考慮しながら柔
軟に対応していることがわかる。
人材マネジメントについては、F社、H社ともに、
日本型管理手法を現地の雇用慣行に適合させる形で
導入した。一方的に押しつけるのではなく、現地ス
タッフに納得してもらい、各人が自立して働けるよ
うな仕組みづくりを行っている。
また、得意先の移転によって起こった環境変化に
対して、I社は、マレーシアの生産拠点を設計拠点に
組織変更し、国内本社の一部門として位置づけた。
J社は、注力してきた再研磨事業から思い切って撤
退し、日本の工場で築いてきたノウハウを基に、本

業である金型製作事業に特化している。いずれも、
現地の市場構造の変化に合わせ、ビジネスモデルの
見直しを図っている。

本連載では、国内外の厳しい事業環境の変化に対
して、電気機械産業における中小企業の生き残り策
をみてきた。どの取り組みも、厳しい状況に置かれ
ているほかの産業でも生かせるのではないだろうか。

本連載は、当研究所発行の『日本公庫総研レポート』
No.2017-4「国内生産減少に立ち向かう中小製造業の生き
残り策」（2017年6月、三菱UFJリサーチ＆コンサルティン
グ㈱に委託して実施した調査の報告書を当研究所が監修）
を基に著述したものである。詳細については、同レポート
を参照されたい。

電気機械産業における
中小企業の生き残り策

（注1）	調査実施時期は2014年10月。調査方法は郵送によるアン
ケート。調査対象は日本政策金融公庫中小企業事業の取
引先のうち、海外進出（海外直接投資のほか、支店の設
立や技術供与を含む）の経験を有する企業945社。回収
率は31.5％。

（注2）	調査実施時期は2013年12月。調査方法はウェブアンケー
ト。調査対象は全国47都道府県に所在する中小企業およ
び小規模事業者。回収率は8.68％。
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資料：	経済産業省「海外事業活動基本調査」
（注）1	2015年度におけるアジア地区の現地法人企業数の上位5カ国の

推移。
　　2	「電気機械」および「情報通信機械」の合計値。

図－3　現地法人企業数の推移（電気機械産業）
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改善を重ねて生まれた
転職サイト

㈱M
ミ ュ ー ケ ッ ト

ewcket
代表取締役

プロフィール

こばやし たすく
1984年栃木県生まれ。大学在学

中にウェブコンサルティング会社を 
創業したのを皮切りに、2社の経営 
に参画。その後、㈱リクルート住まい
カンパニーを経て、2016年8月に
㈱ハチキューを設立。2017年10月
に現社名に商号変更。

小林　奨
中小企業の人手不足が深刻化している。当研究所「全国中小企業動向�
調査・小企業編」においても、経営上の問題点として「求人難」と回答�
する企業割合が年々高まっている。特にその割合が高い業種の一つが、�
情報通信業だ。㈱Mewcketはエンジニアに特化した転職サイトを開設し、
企業とエンジニアの出会いを創出している。

転職も採用も手軽にする

―事業の概要を教えてください。
ITエンジニア向けの転職サイ

ト「Mewcket」を運営しています。
一般的な転職サイトでは、職種や
勤務地、勤務条件などから絞り込ん
で企業を探すのに対して、Mewcket
では開発に携わることになる製品
やサービスから企業を探すという
コンセプトを採っています。

そのため掲載するのは、ITを活
用した自社製品やサービスをもつ
企業に限定しています。各企業の 
紹介ページでは、製品やサービス 
を中心に置き、その概要や開発 
の経緯、創業者の想いなどをイン

タビュー記事の形式で紹介してい
ます。

―求職者が転職先を見つけるま
での流れを教えてください。

まずはユーザー登録をします。
その際、システム開発のスキルや
経験年数など業務に直接関わる内
容だけではなく、趣味や関心のあ
る分野など、個人の嗜好に関する
質問にも答えます。すると、求職
者が興味をもちそうな製品やサー
ビスを手がけている企業の紹介記
事が、サイト上に並ぶようになり
ます。

それらの記事に興味をもった場
合は、「ポケット」というお気に入
りリストに企業を登録します。す

〈企業概要〉
創 業 2016年
資 本 金 1,558万円 
従業者数 7人
事業内容 転職サイトの運営
所 在 地 東京都中央区銀座

7-15-18 銀ビル4F
U  R  L http://mewcket.co.jp
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ると、その企業とチャット機能を
使って直接連絡が取れるようにな
ります。

ポケットに登録されたという情
報は、企業側にも届きます。求職
者のスキルなどの登録情報が確認
でき、自社の求める人物像に合う
求職者がいれば、企業側からアプ
ローチすることもできます。その
後は求職者と企業でやりとりを行
い、転職していくという流れです。

ビジネスパーソン向けのニュー
スサイトに、企業の製品や取り組
みを紹介した記事がありますよね。
こうした記事のなかに、企業に対
して就職希望のサインを出せる機
能が組み込まれているというイ
メージでしょうか。しかも、自分
に合いそうなお薦めの企業を人工
知能（AI）が自動的に選んで表示
してくれるので、わざわざ企業を
検索したり、選んだりする手間も
かかりません。

―お薦め企業はどのように決ま
るのでしょうか。

登録情報とサービス上での行動
履歴を分析し、AIが選定します。
例えば、関心のある分野の登録で
は、「旅行」「働き方改革」「Fintech」
など、あらかじめ用意されたキー
ワードのなかから、好きなだけ選
択してもらいます。ごく簡単にい
えば、選択内容が同じ人は同じよ
うな企業に興味をもつとみなし

て、他のユーザーが過去にポケッ
トに登録した履歴などを参考に、
お薦めを決めるという仕組みで
す。求職者と企業との間に立ち、
双方の希望から最適な組み合わせ
を提案する転職エージェントの役
割を、AIが担っているわけです。

一般に、転職エージェントを利
用した場合、企業は成功報酬とし
て採用者の年収の3～4割ほどを
払うことが多いようです。あるい
は、大手の転職サイトでは、募集
要項やインタビュー記事の掲載に
毎月30万円ほどかかり、情報量を
増やしていくと100万円を超える
こともあるようです。一方、当社
は成功報酬を取らず、企業の紹介
ページの作成などにかかる初期費
用も20万円ほどに抑えています。
企業が求職者に連絡を取った時点
で、求職者1人当たり数万円を企
業に課金する従量制の料金体系を
採り、転職エージェントや大手の
転職サイトを利用する場合に比べ
て、採用費用を抑えやすくしてい
ます。

創業の意義を考え直す

―創業の経緯を教えてください。
当社を創業する以前は、㈱リク

ルート住まいカンパニーの事業開
発部に所属し、不動産に関する新
事業の企画立案に携わっていまし
た。そこで学んだのは、不満、不

便、不安といった世の中の「不」
を解決するという視点から事業を
つくることです。上司に新事業の
企画をもっていくと、「それはどの
ような『不』を解決するのか」「本
当にその事業をやりたいのか」と
繰り返し問われました。

社会のさまざまな「不」を考え
るなかで目に留まったのは、同僚
や知人の抱える問題でした。うつ
病を患った人や過労死した人がい
たのです。これは人と仕事のミス
マッチが招いた悲劇であり、これ
こそがわたしの解決したいことだ
と思いました。

しかし、職業紹介事業は勤務先
の事業とはかけ離れていたことに
加え、創業する環境が非常に良かっ
たことも手伝って、2016年に退社
し、部下だったエンジニアととも
に、当社を創業しました。

―創業に二の足を踏む人も多い
と思いますが、ずいぶん思い切っ
て創業しましたね。

実は今回は、わたしにとって

Mewcketの企業紹介ページ
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2回目の創業です。初めての創業は
21歳、大学在学中のことでした。
立ち上げたのは、検索サイトで上
位に表示されるようホームページ
の構成を調整するウェブコンサル
ティング会社です。このときは父
の急逝もあって事業に専念するこ
とが難しくなり、一緒に事業を
やっていた仲間に譲ることになり
ました。落ち着いた後は、2社の
経営に参画し、経験を積みました。

その後、創業することも考えまし
たが、結局、いったん就職するこ
とにしました。それまでは創業や
経営すること自体が面白く、夢中
で走っていたというのが正直なと
ころでした。次に創業するならば、
これまでの自分の経験や知識を活
かしてオリジナルの製品やサービ
スを提供したい。そう思いはじめて
いたものの、具体的に何をすれば 
よいのか、定まりません。そこで、
働きながらそれを探すことにした
のです。

やりたいことが見つかったとき、
勤務先を辞して創業するのは、わ
たしにとって自然な流れでした。

―Mewcketのアイデアを思いつ
いたわけですね。

いいえ、勢いよく創業したもの
の、その時点では具体的なアイデ
アまではありませんでした。創業直
後はホームページの制作などを請
け負ってやりくりしながら、アイデ

アを固めていきました。
初めにリリースしたサービスも、

Mewcketとは似て非なるものでし
た。給与や勤務時間といった労働
条件の代わりに、生き方や働く意
味を基準に企業を探す転職サイト
です。求人企業の経営者や従業員
の生き方、働き方をクローズアッ
プし、インタビュー記事の形式で
企業を紹介するものでした。

しかし、このサービスでは思う
ようにマッチングが成立しません
でした。まだAIによるお薦め機能
がなかったうえに、ターゲットと
する職種を絞っていなかったこと
もあり、多種多様な企業のなかか
ら理想の一社を見つけるまでに多
くの記事を読まねばならず、求職
者の負担が重くなっていたことが
難点でした。

そこで、まずはターゲットをIT
エンジニアに絞りました。人手不
足が顕著で、企業側の需要が大き
いと考えたからです。また、エン
ジニアは他の職種に比べ、流動性
が高いという特徴があります。同
じ開発環境で働き続けていると成
長していないとみられてしまうた
め、若い頃から転職を重ねる人が
多いのです。そのため、求職者側
の需要もありそうです。

具体的な仕様を検討するに当
たって、知り合いのエンジニアに
ヒアリングを行ううちに、大きな
気づきがありました。エンジニア

の多くは、自らが開発、運営に関
わりたいと思える製品やサービス
に出会えていないことです。それ
はまさに、わたしが当社を創業す
る前に抱いていた悩みと同じもの
でした。そこから生まれたのが、
製品やサービスを中心に据えて企
業を紹介する転職サイトのアイデ
アでした。

そうして、アプリ版のMewcketを
2017年7月に公開しました。リリー
スして3カ月ほどで求人企業は
100社、求職者は1,000人集めるこ
とができました。

サービスの完成度を高める

―求人企業と求職者はどのよう
に集めたのですか。

企業については、過去に仕事を
いただいた先や起業家同士の会合
などで知り合った先に声をかけま
した。エンジニアを求めている企
業は多いですが、大手の転職サイ
トや転職エージェントは費用負担
が重いため、利用を見合わせてい
る企業は少なくありません。

先ほどお話ししたとおり、エン
ジニアの流動性は高く、数年で離
職するかもしれない人のために多
額の採用費用をかけにくいという
事情があります。Mewcketでは初
期費用を抑えるなど料金体系に工
夫したことで、求人企業はすぐに
集まりました。
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難しいのは求職者でした。エン
ジニアが転職する場合、転職先の
社員に頼んで自分を推薦してもら
うリファラル採用が多く、転職サ
イトをあまり見ない人もいるので
す。ただ、エンジニアにヒアリン
グをすると、リファラル採用だけ
ではどうしても転職候補先が限ら
れてしまうとの声もありました。
ですから、転職サイトのメリットを
伝えることができれば、ユーザー
を獲得できるのではないかと考え
ました。

そこで取り組んだのが、エンジ
ニア向けのイベントの開催です。
エンジニアの関心の高いテーマで
講演と情報交換を行います。例え
ば、ソフトウエアの更新を繰り返
すと、徐々に不要なプログラムが
蓄積し、動作が遅くなるという問
題があります。不用意に消すとソ
フトウエアが作動しなくなってし
まうこともあり、こうした問題の
解消方法をテーマに開催すると、
多くのエンジニアが集まるので
す。その場で当社のサービスを紹介
し、まずはMewcketにアクセスし
てもらうことでユーザーを増やし
ていきました。

―Mewcketのサービスは日々刷
新されていますね。

2017年12月には、ウェブサイト
版のMewcketが始動しました。 
先立ってリリースしたアプリ版の

創業には一世一代の大勝負というイメージがある。だが、本当に一
度きりの勝負で決着がつくかといえば、そうとは限らない。初めから
完成度の高い製品やサービスを生み出せなくてもいいし、途中で事業
の内容を変えてもいい。
サービスを市場に問いながら改善し続ける小林奨さんの姿が、その
ことを何よりも雄弁に物語る。踏み出すときは迷いなく踏み出し、退
くべきときは柔軟に退く。その過程でビジネスは洗練され、強さを増
していく。同社はこれからもサービスの改善を重ね、世の中の「不」
を解消していくことだろう。
� （鈴木�啓吾）

サービスには、市場テストの役割
をもたせていました。アプリをダ
ウンロードする手間をかけてでも
利用してくれるほど関心の高い人
に対象を絞って運用を始め、求職
者や企業の声を聞きつつサービス
を改善する。そのプロセスを踏ん
だうえで、今後はターゲットを広
げるために、ウェブサイト版を公
開したのです。

これは、リーン・スタートアップ
という理論を実践したものです。
まずは MVP（Minimum Viable 
Product）と呼ばれる実用最小限の
製品を市場に投入し、その後、利
用者の反応を見ながら改良を加え
ていくという考え方です。当初か
ら完璧な製品を公開できれば良い
のですが、実際の利用者の声や使
い方を見聞きしなければ、わから
ないことも少なくありません。ア

プリ版では1日にお薦めする企業
数を制限していましたが、もっと
多くの企業を見たいという声が多
く、制限はなくしました。これも
改良の一例です。

―今後の展開について教えてく
ださい。

Mewcketの成長を加速させてい
きます。そうすることで、テクノロ
ジー領域全般の適材適所を実現
し、それが多くの人々の生活を豊
かに、幸せにすることにつながっ
ていくと思っています。

そのためには、まずはユーザー
と求人企業の数をいっそう伸ばし
ていくことが必要です。登録デー
タが充実すればするほど、AIがお
薦めする提案の精度も上がるから
です。当社にとって、これからが
正念場です。 
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第20話

社史研究家　村橋 勝子（むらはし かつこ）

経済団体連合会（現・（一社）日本経済団体連合会）元・情報メディアグループ長。在職中に
約1万冊の社史現物を観察して斬新な切り口で多面的に実態分析し、『社史の研究』（ダイヤモン
ド社、2002年）にまとめる。ほかの著書に『にっぽん企業家烈伝』（2007年）、『カイシャ意
外史：社史が語る仰天創業記』（2008年、ともに日本経済新聞出版社）。一般にはなじみのな
かった「社史」という情報領域に潜む尽きせぬ魅力を広く一般に紹介した社史研究の第一人者。

中村屋の歴史は1901年、相馬愛蔵、黒
こっ

光
こう

夫妻に
より、東京大学正門前のパン店に始まる。独創性、
堅実性、革新性、合理性を兼備した近代的精神に基
づいた愛蔵の経営方針は、今でも商売の基本であり、
十分に説得力をもつ。

居抜きで創業し発展途上だった新宿に移転
愛蔵は信濃国安曇郡（現・長野県安曇野市）の旧

家の生まれ、東京専門学校（現・早稲田大学）に在
学中、キリスト教界の元老、内村鑑三らから人格形
成に大きな影響を受けた。妻の黒光（本名・良

りょう

。 
黒光は後年の筆名）は仙台の士族の生まれで、宮城
女学校、フェリス和英女学校を経て明治女学校を卒
業した新しき女性であった。二人は1897年に結婚、
愛蔵の故郷である穂高で暮らした。愛蔵は著書を出
版するほどの養蚕の専門家であり、禁酒会運動、孤
児院への援助、農村の子弟の教育にも打ち込んだ。
しかし、インテリで都会的な黒光は農村の暮らしが
合わず、健康を害してしまった。

1901年、二人は上京して商売を始める決意をした
が、経験はゼロ。思案の末、パンに目を付けた。3カ月
間、毎日2食をパン食にし、その将来性を確信する
と、新聞広告で店を求め、東京大学正門前のパン店

「中村屋」を居抜きで購入した。当時、書生あがりの

パン店が珍しく、繁盛していたこともあり、新聞に
も取り上げられて話題となり、人気を博した。愛蔵
が養蚕の仕事を続けていたので、創業から15年間、
経営は黒光の双肩にかかっていた。

1909年、新宿に移転し、本店とした。屋敷町で得
意先も多い千駄ヶ谷が移転先として最も有望と思わ
れたが、愛蔵は「将来の発展を考慮すれば市内電車
の終点が適地」と考え、当時はまだ場末だった新宿
に決めた。

積極的な経営で逆境を飛躍の機会に
愛蔵は旧習にとらわれない独自の経営理念を切り

拓き、それを貫いた。「良品廉価」をモットーに、常
に新しいものを売るため商品は控えめに製造した。
正
しょう

札
ふ だ

販売（掛け値なしの値段で販売すること）を厳
守し、日を限っての廉売はしなかった。また、「店の
格（店の雰囲気や持ち味）を急に変えたりしては 
ならない」「お客が入りやすく、年中平均したにぎわ
いをもっていることが大切だ」を持論とした。

大正末期から昭和初期にかけて新宿に開発の波が
打ち寄せ、三越など大型店の出店が相次ぐと、愛蔵
は百貨店の商法を分析し、対抗措置を編み出した。
それは「無駄な経費を省くことと、働く人の能率を
上げること」。そのために、繁閑の平準化を徹底し、

中村屋
－サロンを通じた文化交流が商品を生み出す－

社史から読み解く経営戦略社史から読み解く経営戦略
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少人数で営業している同社の店員のほうが百貨店に
比べてはるかに多くの商品知識をもつ点を活かした
接客に努めた。さらに営業時間を延長して21時閉店
とし（従来は平日19時、日祭日17時）、延長時間の
売り上げの5パーセントを店員に特別手当として支
給した。技術陣も強化し、各工場の職長に、それぞ
れの分野で日本一の評価を得ている技術者を招聘し
た。これらの積極策により、売上高は三越が進出し
てきた1925年と比べ、3年後には倍増、同社は大き
く躍進した。

サロンを通じた相互作用が基盤をつくる
同社が際立つのは、社会と密接にかかわりをもった

ことだ。日本近代文化史上でもユニークなのは、明
治末期から昭和初期にかけて相馬夫妻がパトロンを
務め、後世「中村屋サロン」と呼ばれることになっ
た、芸術家・文化人との交流である。きっかけは、
穂高で黒光に出会って芸術への情熱に目覚めた彫刻
家の荻原守衛（碌

ろく

山
ざん

）が1908年に米国、フランス 
留学から帰国して以降、頻繁に同社を訪問したのを
機に、彼や相馬夫妻を慕って多くの人が集うように
なったことだった。

画家の中村彝
つね

、鶴田吾郎、中村不折、彫刻家の高村
光太郎、戸張孤

こ

雁
がん

、中原悌二郎などが芸術談義を交
わし、社会運動家の幸徳秋水、木下尚江、秋田雨雀、
女性運動家の神近市子なども同社に出入りした。 
英語やロシア語にも堪能な黒光は、サロンの主人と
して、近代劇の育成や海外の歌劇の紹介などに尽力
した。

特筆すべきは、危険を顧みず行った人道的支援で
ある。1915年の年末から3カ月半、インド独立運動
の闘士、ラス・ビハリ・ボースを一家をあげてかく
まった。翌年には、ロシア（現在のウクライナ）の
盲目の詩人、ワシリー・エロシェンコを同社のア 
トリエに住まわせて援助した。1919年には三・一 

〈参照社史〉
『中村屋100年史』（2003年）

運動（朝鮮独立運動）の活動家、林
イム

圭
ギュ

や朴
パク

順
ス ン

天
チョン

を 
保護・援助した。

そのような幅広い人脈や旅先で出合ったものが
きっかけで、看板商品、ロング商品になったものが
同社には少なくない。1921年にはロシアパンの製
造・販売を開始、これに合わせて店員の制服をロシ
アの民族衣装であるルパシカに変更、ハイカラさが
世間の注目を浴びた。月餅と中華まんは大正時代の
末、夫妻が新商品の視察旅行で中国へ行った際に
知って持ち帰り、日本人の口に合うよう研究・改善
を重ねたものだ。

1927年、喫茶部（レストラン）を開設すると、カ
リーライスやボルシチをメニューに加えた。純印度
式カリーは夫妻の長女、俊子と結婚したボースが勧
めた料理、ボルシチはエロシェンコと出会って知っ
たロシアの代表的民族料理だった。
「己の生

なり

業
わい

を通じて文化・国家（社会）に貢献す
る」という精神で経営を行い、今日の土台を築き上
げた創業者夫妻。120年近い同社の社業の根底には
常に夫妻の精神がある。

中村屋の歩み

資料：筆者作成

1901年	 東京大学正門前で創業
1904年	 クリームパンを創案、発売
1909年	 新宿の現在地に移転。和菓子の製造・販売を開始
1920年	 洋菓子の製造・販売を開始
1923年	 株式会社に改組、商号を㈱中村屋とする
1927年	 喫茶部を開設。純印度式カリー、ボルシチを発売
	 月餅、中華まんなど新製品を相次いで発売
1953年	 多店舗展開を開始
1957年	 東京証券取引所に株式上場
2001年	 レトルト食品で市販市場に参入
2011年	 中村屋本店、建て替えのため閉店
2014年	 本店跡地に商業ビル「新宿中村屋ビル」オープン
	 3階に「中村屋サロン美術館」を開設
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データでみる景気情勢データでみる景気情勢
～日本公庫総研調査結果から～

第32回

当研究所が2017年12月中旬に実施した「全国中小企業動向調査・中小企業編」
では、今期（2017年10－12月期）の業況判断DIが前期から低下したものの、依然
として高い水準を維持している。来期以降は上昇が見込まれており、中小企業の景
況は、緩やかな回復が続いている。

業況判断DIは高水準を維持

「全国中小企業動向調査・中小企業編」は当研究
所が四半期ごとに実施しており、原則従業員20人以
上の中小企業、約1万3,000社を対象として、業況
の総合判断や売上、利益などについて、当期実績お
よび2四半期先までの見通しを尋ねている。

今期（2017年10－12月期）の業況判断DIは、前
期から0.5ポイント低下し、10.1となった（図－1）。
業況判断DIは低下したものの、前期から続いて二桁
の水準を維持している。業況判断DIの二桁水準が
続くのは、消費税増税前の駆け込み需要がみられた
2014年1－3月期を除けば、1991年4－6月期以来
のことである。

先行きについてみると、来期（2018年1－3月期）
は12.4、来々期（2018年4－6月期）は12.9に上昇
する見通しである。総じてみれば、中小企業の景況
は、緩やかな回復が続いている。

機械関連業種などを中心に回復が続く

業種別にみると、製造業は前期から1.9ポイント
上昇し、14.0となった。一方、非製造業は2.3ポイン
ト低下し、7.2となっている。足元の景況感の回復は、
製造業によるところが大きい。

上昇した業種の内訳をより詳細にみてみよう。今
期、製造業のなかで上昇が目立ったのは、はん用機
械（37.5）、生産用機械（34.7）、電子部品・デバイ
ス（51.6）などの機械関連業種である（図－2）。国
内の設備投資が堅調に推移していることに加え、世
界経済の回復を背景に、建設機械や工作機械などの
輸出が増加しており、これらの業種の景況感を押し
上げているようだ。また、電子部品・デバイスはIoT
市場の拡大や自動車の電子部品搭載点数の増加など
により需要が拡大しており、高い水準が続いている。

今期は機械関連業種に部品を供給する鉄鋼（34.2）、
非鉄金属（28.0）、金属製品（27.2）なども好調を維

中小企業の景況は、
緩やかに回復している
～全国中小企業動向調査・中小企業編（2017年10－12月期実績、2018年1－3月期以降見通し）結果～
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持している。鉄鋼については、市況価格の上昇に伴っ
てスクラップ加工処理業が好調であることも影響し
ている。

非製造業では好調な荷動きを背景に、倉庫業（22.6）
や水運業（9.7）が上昇している。水運業は船腹過剰
による運賃低下に苦しんでいたが、ここにきて回復
の動きがみられる。また、卸売業（9.1）も前期から
上昇しており、内訳をみると機械や金属を扱う企業
で好調が続いている。

図－1　業況判断DIの推移

図－2　業種別にみた足元の業況判断DIの推移

人手不足の深刻化

このように、今期は機械関連業種や金属関連業種、
そして物流関連業種などを中心に回復基調が続いて
いることが確認された。一方、足元では人手不足や
原材料高といった問題が深刻化しており、一部業種
の回復を抑制する原因となっている。

本調査では、当面の経営上の問題点について択一

資料：日本政策金融公庫総合研究所「全国中小企業動向調査・中小企業編」（以下同じ）
（注）1 DIは前年同期比で「好転」企業割合－「悪化」企業割合（季節調整値）。
　　 2 △は景気の山、▼は景気の谷、網掛けは景気後退局面を示す。
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式で尋ねている。今期、「求人難」を経営上の問題点
として回答した企業の割合は、前期から0.1ポイント
上昇し、34.1％となった（図－3）。「求人難」の割
合はこのところ上昇が続いており、「売上・受注の停
滞、減少」（28.0％）を抜いて、最も割合が高い項目
となっている。
「求人難」を挙げる割合が高い業種には、運送業

（59.0％）、宿泊・飲食サービス業（55.0％）、建設業
（45.1％）などがある。これらの業種は、ほかの業
種に比べ回復の動きが弱く、人手不足が景況感に影
響しているとみられる。業況判断DIをみると、運
送業は前期から1.5ポイント低下の5.7、建設業は前
期より4.6ポイント低下の5.4となっており、回答企
業からは、「人手不足により工事の進捗が遅れてい
る」「受注の機会を逃している」といった趣旨のコ
メントが多く寄せられた。また、宿泊・飲食サービ
ス業は前期から上昇したものの、1.4と低い水準に
とどまっており、回答企業からのコメントでは、人
手不足によるサービスの質の低下を懸念するものな
どがみられた。

人手不足の影響は売上・受注機会の逸失だけでは
なく、コスト面にも波及している。例えば、繊維・

繊維製品（－12.2）、印刷・同関連（－7.4）の業況判
断DIは依然としてマイナス水準となっているが、
回答企業から寄せられたコメントには、「人手不足に
伴い人件費や輸送費が上昇しており、収益を圧迫し
ている」といった趣旨のものが多くみられた。これ
らの業種は構造的な不況業種であり、コスト上昇の
影響を受けやすい面があるのだろう。

将来的に労働人口の減少が見込まれるなか、人手
不足の抜本的な解消は今後も難しいだろう。景況感
の回復が力強さを増していくには、人手不足への対
応として、省力化投資の実施や業務効率化といった
取り組みが必要だと思われる。

原材料高が回復の重荷に

また、今期は原材料高が一段と進んだことも、一
部業種の回復の重荷となった。当面の経営上の問題
点について、「原材料高」を挙げた企業の割合は、前
期から1.8ポイント上昇の9.5％となっている。上昇
は5期連続である。

業種別に「原材料高」を挙げた企業の割合をみる
と、鉄鋼（22.6％）、飲食料品（22.1％）、紙・紙加

図－3　経営上の問題点の推移

（注）当面の経営上の問題点について択一式で回答を求めたもの。2017年10－12月期における上位3項目までを示している。
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工品（22.1％）、化学工業（17.1％）、木材・木製品

（15.6％）など、素材関連業種を中心に高くなって
いる。これらのうち鉄鋼以外の業種では、業況判断
DIが前期から低下、ないしは相対的に低い水準にと
どまっており、足元の燃料、紙、木材などの価格上
昇が収益を悪化させているようだ。また、飲食料品
では、全国的な不漁による水産物価格の高止まりや、
天候不良による野菜価格の高騰が影響している。

中小企業は大企業と比較して、コスト上昇分を販
売価格へ転嫁するのが難しいといわれる。実際、今
期の仕入価格DIは前期差10.5ポイント上昇の48.3 
となったのに対し、販売価格DIは3.7ポイント上昇
の9.1にとどまっており、両者の乖

かい

離
り

は足元で広がっ
ている（図－4）。当面はコスト上昇が続く可能性
が高く、景気回復の重荷となりそうだ。

回復基調を変えるリスクも

今期の結果からは、回復基調が続くなかで、人手
不足や原材料高といった問題が、回復の勢いを抑制
している様子がうかがえた。今後、業況判断DIの
水準がさらに上昇するためには、これらの問題への
対応が不可欠だろう。

また、こうした問題とは別に、回復基調を下押し
するリスクが存在することにも、注意が必要である。
一つは、機械関連業種が急減速するリスクである。
これらの業種は業況の振幅が大きく、景気悪化の引
き金となることが少なくない。例えば、2016年前半
は中国経済の減速に伴い、全業種計の業況判断DI
がマイナス水準にまで低下したが、その主因はこれ
らの業種のDIの大幅な低下だった。足元の機械関
連業種の回復は、好調な海外経済に支えられた外需
主導という側面が強いため、2016年前半にみられた
ような海外経済の失速が再び起こるようであれば、
基調が変わる可能性がある。

足元で在庫が増加していることも、懸念材料であ
る。経済産業省「鉱工業指数」の在庫指数の動き（前
年同月比）をみると、10月は2.0％、11月は3.0％、
12月は2.0％と増加が続いている。足元で好調な業種
の生産増加は、在庫不足に支えられた面もあった。
今後、在庫の増加により生産が抑制される可能性が
あることには注意が必要だろう。

また、個人消費が落ち込み、消費関連業種を押し
下げるリスクにも注意が必要である。内閣府「消費
総合指数」の季節調整済前月比の推移をみると、10月
は0.2％、11月は1.1％上昇と、改善が続いている。
実質賃金の改善に伴って、足元で個人消費は持ち直
しているとみられるが、今後、消費者物価の上昇に
伴って、個人消費が減速する可能性は否定できない。

当面、中小企業の景況は緩やかな回復が続くこと
が見込まれるものの、海外経済や個人消費の落ち込
みなどをきっかけに、回復基調が変わるリスクは存
在する。先行きには、引き続き注意が必要である。

（山口 洋平）

調査結果の詳細や時系列データはこちらをご覧ください。
https://www.jfc.go.jp/n/findings/gri.html

図－4　価格関連DIの推移

（注）価格関連DIは前年同期比で「上昇」－「低下」企業割合（原数値）。
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デザートに特化した
新業態のレストラン
―店名の由来を教えてください。

店名はカウンターのデザート、
社名は甘いウサギという意味のフ
ランス語です。わたしの生まれ年
のえとにちなんでつけました。

当店は洋風デザート専門のレス
トランです。年商は約1,800万円
で、店内での飲食による売り上げ
が7割、焼菓子などの販売による
売り上げが3割です。

店名が示すように、当店最大の
特徴は、カウンター越しにデザー
トを提供する飲食スタイルです。
厨房前にカウンター席が六つあり、
目の前で調理します。お客さまは、
出来立ての料理はもちろんのこと、
調理の過程も楽しめます。

2013年からはデザート中心の
コース料理にメニューを絞り、1日
2組までの完全予約制として営業
しています。コースの内容は月替
わりで、春はサクランボ、夏はモモ、
秋はブドウ、冬はイチゴといった

ように、契約農家から直送される
旬の果物をふんだんに織り交ぜて
構成を組み立てます。全部で7品、
料金は税込7,500円です。

―豪勢ですね。どのような料理
を味わえるのですか。

最初の4品は、アーモンドミル
クを固めたブランマンジェや、貴
腐ワインをゼリーにしたソーテル
ヌジュレ、カスタードとピスタチオ
ペーストを合わせたシャンティー
ピスターシュ、果物をクリームで

2010年4月に開店したデザート専門のレストラン、D
デ セ ー ル

essert l
ル

e C
コ ン ト ワ ー ル

omptoirは世田谷
区の閑静な住宅街の一角にある。外観は質素で店舗面積も10坪に満たない。まさに
隠れ家レストランなのだが、実はこの店、予約がめったに取れない。

ここで味わえるのは旬の果物をふんだんに使ったデザートのフルコース。店を
1人で切り盛りしているオーナーシェフ、吉崎大助さんはどのようなサービスを提供
しているのだろうか。

大きくはばたく
小さなサービス産業

人口が減少していくなかで、労働生産性の向上が日本の
経済の大きな課題となっている。一般的に、大企業に比べ
てスケールメリットを享受しにくい小企業の生産性は劣
り、特にサービス産業において低いといわれている。
しかしなかには、高付加価値を生み出すことで労働生産
性を高め、サービス産業界で存在感を発揮している小企業
がある。本連載はそうした小企業に焦点を当て、高い生産
性を実現する秘

ひ

訣
けつ

を探る。

㈱L
ラ パ ン

apin.d
ド ゥ

oux
代表取締役

吉崎 大助（よしざき だいすけ）
〈企業概要〉
代 表 者 吉崎 大助
創 業  2010年
資 本 金  50万円
従業者数 1人

事業内容 デザート専門レストラン
所 在 地 東京都世田谷区深沢5-2-1
電話番号 03（6411）6042
Ｕ Ｒ Ｌ http://lecomptoir.jp

甘い感動を分かち合う
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煮込んだスープなどが続きます。
5品目は塩味の料理で口直しで

す。ローストした牛肉や鶏肉に果
物のマリネを添えた料理や、キッ
シュが人気です。ただ、店内に匂
いが残る魚料理は出しません。

終盤の2品は果物を砂糖水で煮
たコンポートやチョコレートケー
キなどのメインプレートです。最
後に、プティフールと呼ばれる小
菓子とお茶をサービスします。

多くの方がコースの途中で飲み
物を注文します。ワインを合わせ
る方もいます。また、お土産に焼
菓子を購入する方がほとんどです
ので、客単価は1万円を超えるこ
とが多いです。

コースの所要時間は2時間から
2時間半ほどでしょうか。お客さ
まの要望に応じて、ペースを調整
できますので、思う存分、デザー
トに集中していただけます。

―カウンター越しならではの
サービスですね。開業までの経緯
を教えてください。

わたしは都内の高級フレンチ店
で約10年間、パティシエの仕事を
していました。デザートはコース
の最後を彩る重要な一品です。味
や盛りつけでお客さまの舌と心を
満たすことに情熱を注いできまし
た。仕事内容には満足していまし
たが、大店舗のため厨房とホール
が離れており、食事の様子を見ら

れない点が、唯一の不満でした。
料理でお客さまに感動を提供し、

その瞬間を分かち合いたい。こう
考えるようになったわたしは、す
し店やバーにヒントを得て、カウン
ター形式のデザートレストランを
開くことにしたのです。

―ありそうでなかったスタイル
ですよね。

今でこそ、当店のようなお店は
都内にいくつかありますが、当時
はめずらしい業態でした。そのた
め、開業前後は苦労の連続でした。
例えば店舗探し。駅の近く、でき
れば居抜き物件を希望しましたが、
不動産会社からは色よい返事をも
らえませんでした。続かないと思
われたのでしょう。結局、駅から
バスで10分ほどの住宅街にある
貸事務所に決めました。

店舗の内装費用を賄うため、金
融機関に融資を申し込んだときの
ことも印象に残っています。やは
り事業として成り立つのか不安視
されたのでしょう。融資が決まる
までの間、金融機関の担当者と打
ち合わせを重ね、何度も事業計画
書を修正しました。

小さな店ですから、経営を軌道
に乗せるためには、回転率か客単
価のどちらかを高めて売り上げを
確保する必要があります。デザート
を食べるときは会話も弾むでしょ
うから、回転率を高めることは難

しいと考え、客単価を高めに設定
しました。ケーキやパフェなどと
飲み物をセットにして約3,000円
で提供することにしたのです。前
職での経験もあり、価格に見合う
だけの料理を提供する自信はあり
ました。

こうして何とか店をオープンし
たのですが、半年ほどは開店休業
状態が続きました。一流ホテルや、
有名パティシエが経営する店なら
まだしも、実績のない新規店に高
い金額を払うお客さまはなかなか
いません。振り返ると、かなり強
気だったかもしれません。

転機となったのは、世田谷区内
の飲食店を紹介するタウン誌の取
材を受けたことでした。味はもと
より、目の前で美しいデザートを
仕上げる当店のスタイルは斬新で、
足を運ぶ価値があると評価してく
れたのです。テレビ番組の取材も
受け、街の巨匠として紹介された
のは良い思い出です。

やがて、男女を問わず流行に敏
感な方が訪れるようになりました。

店内の様子
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写真映えするからでしょうか、調
理の様子や出来上がった料理を撮
影して、SNSに投稿する人も多く、
来客数の増加につながりました。

サービスの取捨選択

―コース料理はどのようなきっ
かけで始めたのですか。

開業2周年パーティーに招いた
常連客の一言がきっかけです。「ど
れを選ぶかいつも迷うので、いろ
いろな料理を少しずつ食べられた
らよいのに」と言われたのです。

こう言われると腕が鳴るのが料
理人というもの。そこでデザート
5品のコースメニューを用意しま
した。料金は5,000円、1品当たり
1,000円でアレンジしました。ど 
れだけ注文が入るか予測がつかな
いので、予約制にしてサービスを
始めたのですが、これが大当たり
でした。よく、甘いものは別腹と
いいますが、デザートだけでお腹
を満たしたいというニーズは想像
以上でした。

メディアにも相次いで紹介され、
新規客の予約も増えてきました。
しばらくの間は単品メニューと並
行してコースを提供していました
が、切り盛りが難しくなってきま
した。そこで、仕入れや仕込みを
省力化するために単品メニューを
やめて、予約制のコース料理1本
に絞りました。

この結果、調理と接客に集中で
きるようになりました。また、来
客数が事前にわかるので、売り上
げの予測が立てられます。気持ち
がずいぶん楽になり、お客さまと
笑い話もできるようになりました。

この頃、ある常連客から「おい
しかった」に加え、「今日の吉崎劇
場も楽しかった」と言われました。
開業から3年、わたしが目指して
きた飲食店の形がようやく実現で
きたと感じました。一方で、困っ
たことも起きるようになりました。

―それは何ですか。
急な予約のキャンセルです。小

さな店ですから、1組のキャンセ
ルが収益に大きく影響します。そ
の日に合わせて仕入れた食材が丸
ごとロスになることもありました。

キャンセル客の多くは、こうし
た当店の事情を知らない新規客で
した。そこで、まずは当店を知っ
てもらうために、3品3,500円と 
低価格のコースを用意し、初来店
の方はこちらを注文していただく

ことにしました。当店からすれば、
キャンセルの影響を減らせます。

ただ、低価格のコースを設定す
ることは、平均客単価が低下する
ことを意味します。そこで、主力
である5,000円のコース内容も見
直しました。品数を7品に増やし、
塩味の料理を取り入れる一方で、
価格を7,500円に値上げしました。
これが現在のコースです。

常連の方が値上げを受け入れて
くれるか不安でしたが、杞憂に終
わりました。むしろ、品数が増え
たことでメリハリの利いた構成と
なり、料理をいっそう楽しめるよ
うになったと喜ばれました。

ハーフコースを楽しんだ方から
は、次回はフルコースを頼みたい
と、その場で次の予約をいただく
ことが増えました。おかげさまで、
この2、3年は常に数カ月先まで予
約が埋まっている状況です。

顧客とつながり続ける
仕掛け

―休む間がありませんね。
すべての仕事を1人でやるので、

忙しさのあまり体調を崩してしま
い、お客さまにご迷惑をおかけし
てしまったことがあります。以来、
営業日を見直し、現在は週4日営
業にしています。また、毎年9月
には、約3週間の長期休業をいた
だいています。休みの日は経理作
業や試作、他店の食べ歩きなどに

盛りつけの美しさも味の決め手
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調理過程で食事を盛り上げる。サービス産業の特徴である生産と消費の「同

時性」を最大限生かす戦略で、吉崎さんは新たな付加価値を生み出した。さら

に顧客の声をヒントに独自メニューを開発、甘党の心をがっちりつかんだ。

他方、サービス産業にはサービスを保管できない「消滅性」もあり、需給の

ミスマッチが生じやすい。この問題を、吉崎さんは二つの方法で乗り越えた。

一つは予約制だ。低価格メニューで新規客のキャンセルを防ぐとともに、主力

メニューを強化して客単価を維持、顧客満足度を高めた点も見逃せない。

もう一つはサービスの使い分けだ。店内サービスをメインに据えつつ、お土

産を併用して回転率を高めている。こうした取り組みが奏功しているのは、顧

客の反応と業績を観察して、軌道修正を重ねているからだろう。

西洋料理店の業界平均は従業者1人当たり売上高が1,237万円、売上高総利

益率が66.4％である。対する吉崎さんのお店は、売上高が約1,800万円、利益率

は80％を超える。成果は確かに数値に表れている。 （藤田 一郎）

取材メモ

大きくはばたく
小さなサービス産業

充てています。飲食業界は新サー
ビスが続々と誕生しますので、最
新動向を学ぶことが大切です。

ただ、営業日数を減らすと、ど
うしてもお客さまとの接点が減っ
てしまいます。そこで、二つの新
サービスを始めました。

―どのようなサービスですか。
一つは、2015年に始めたパフェ

会です。年に4回、各回4日間限定
で開催します。このときはコース
を休み、パフェと焼菓子とドリン
クのセットを5,000円で提供しま
す。1組90分の入れ替え制で、4日
間で約150人が来店します。

初回は、反省点がありました。
盛りつけが美しいので食べるのが
惜しいと、お客さまの食事のペー
スが想定以上にゆっくりだったの
です。パティシエ冥

みょう

利
り

に尽きる 
話ですが、結果、次の方を待たせ
ることになってしまいました。

そこで次回からはサービスを見
直しました。2品目の焼菓子をお
土産に変更したのです。店ではパ
フェに専念していただき、後は店
外で楽しんでいただくというわけ
です。用意したのはカップにゼリー
やムース、果物を重ねたベリーヌ
と呼ばれるものです。ただし、カッ
プではなく、瓶詰めにしたのが特
徴です。ふたがついているので、
外を歩き回っても盛りつけが崩れ
ません。これが大好評で、価格と

回転率を維持しながら、顧客満足
度を高めることができました。

来店機会を確保できない方に向
けて2016年に始めたのが、月一度
の頒布会です。年初に5万円をお
支払いいただくと、12種類のデ
ザートをお渡しするサービスです。

1年目は40人から応募がありま
した。2年目は少し規模を縮小し、
30人限定にしました。大量生産に
なると、期待に見合った品質を維
持できなくなると考えたからです。

―どうして次々と新サービスを
繰り出せるのでしょうか。

やはり、カウンター越しに仕事
しているからでしょう。お客さま
の反応がダイレクトにわかります。

新サービスのヒントは目の前にあ
るというわけです。

さらに大切なのは、思いついた
らすぐに実行することです。この
身軽さは小さな店の強みです。

そして、結果は必ず数字に表れ
ます。お客さまに喜ばれても業績
が悪化しては、経営は成り立ちま
せん。常に、両者のバランスを見
極める必要があります。この点に
ついては、開業時に何度も事業計
画書を書き直した経験が生きてい
ます。サービスが変わると、業績
はどうなるのか。常にシミュレー
ションする癖が身につきました。

これからも新しいサービスでお
客さまと甘い感動を分かち合って
いきます。お楽しみに。
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益城町商工会
宮崎県

熊本市
熊本県

益城町商工会   経営指導員　米ヶ田 靖司 （めかた やすし）

商工業の力強い復興による
魅力ある益

ま し

城
き

町の再生に向けて

益城町は熊本県の中央部にあ
り、阿蘇くまもと空港や九

州自動車道の益城熊本インター
チェンジを有するなど、良好な交
通アクセスを誇っています。
熊本市に隣接する町西部が主に
ベッドタウンとして発展してきて
おり、町全体でみると近年も人口
は増加傾向にありますが、東西の
人口分布に格差が生じており、今
後は、町内全域にわたるバランス
の良い発展を模索していくことが
必要です。
当商工会では町の振興事業とし
て「益城町みんなの夏祭り」「木山
初市」などのイベントを開催して
います。夏祭りではフィナーレに
恒例の花火大会を開催しており、
毎年数万人の来場客でにぎわいを
みせていました。
この益城町で、平成28年4月
14日と4月16日、気象庁観測史上

初とされる最大震度7の激震が2度
起きる未曽有の災害が発生しまし
た。前震、本震に加え記録的回数
の余震により町内家屋の多くが全
半壊となり、住民は長期にわたり
町の施設で避難生活を強いられる
状況となりました。
当商工会は、震災発生時から商
工会館内の会議室を住民の避難所
として開放し、支援物資の提供や
炊き出しを実施するなど、商工会
の本来の事業がほぼ停止状態とな
りましたが、経済産業局や県の協
力を得ながら事業所の金融相談な
どに対応するワンストップ相談会
を連日開催し、加えて持続化補助
金やグループ補助金を申請するた
めの支援を行いました。また、益
城町と連携しながら仮設店舗の開
設を支援するなど、混乱のなか多
くの業務に奔走する日々が続きま
した。

町および県では今後の復興計画
のなかで、町内を横断する県道を
現在の2車線から4車線に拡幅し、
併せて中心市街地の区画整理も行
うことを計画しています。しかし、
これらの復興事業が実感できるよ
うになるには10年を超える期間
が必要とされています。
住民の住居問題の解決、商工業
の復旧、復興など、重要な課題が
山積しており、商工会の役割も大
きなものとなっています。より良
い将来の町づくりのため、商工会
として果たすべきことを再確認し
ながら復興に向けた活動を行って
いかねばなりません。
最後に、熊本地震の発生により
全国の商工会、商工会議所をはじ
め多くの関係機関から支援をいた
だきました。改めまして皆さまに
感謝申し上げます。今後とも温か
く見守っていただければ幸いです。

熊本地震の被災者支援のため商工会が行った炊き出しの様子
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インドの電気自動車化は
リキシャから
住友商事グローバルリサーチ㈱

2016年11月、モディ首相が高 
額紙幣の失効を突然発表したこと
は記憶に新しいところです。イン
ドのビジネスパーソンが交渉を優
位に進めようと予期せぬ材料をも
ち出してくるのには慣れています
が、この奇策には驚かされました。
結果、偽造紙幣や不正蓄財の焙り
出しに加え、電子マネーの普及が
進むなど効果が出ているようです。

2016年6月に発表された電気自
動車（EV）化に関する政策も、諸
外国からは奇策に近いとみられて
います。2030年までに、すべての
販売車をEVにするという、思い
切った内容になっています。

この政策は、2013年に策定され
た「国家電気自動車ミッション計
画2020」に端を発しています。
2020年までにEVとハイブリッド車
の年間販売台数を合計で600万～
700万台規模にするというもので
す。現時点で一般消費者向けに
EV乗用車を出荷しているインド企
業は1社だけであり、あと2年で 
の実現は不可能という声も多く聞
かれますが、この数字にバイクと
リキシャが含まれていることを考

えれば、あながち無理とは言い切
れません。

リキシャがインドに伝わったの
は1880年ごろ。庶民の足となり、
サイクルリキシャ、オートリキシャ
と進化を遂げ、最近では電気で走
るEリキシャが登場しています。

オートリキシャは1961年にバ
ジャージ・オートがイタリアのピ
アッジオとライセンス契約を結ん
で生産したのが最初で、現在でも、
同社が5割以上のシェアを占め 
ています。一方、Eリキシャは、バ
ジャージ・オートや日本のテラモー
ターズのほか、多くのメーカーが
生産に乗り出しています。

筆者はこのEリキシャがインド 
のEV化を牽

けん

引
いん

すると考えていま
す。というのも、デリーでは2012年
の時点で10万台以上が走っていた
事実があるからです。EV化に対応
する法整備の遅れもあって、一時
的に禁止されたのですが、2015年
に再び解禁されました。また、イン
ドの大気汚染の状況は深刻で、環
境への配慮の必要性は日増しに高
まっています。四輪自動車と異な
り、安価な鉛蓄電池でEV化が可

能であること、保守の手間やコス
トが軽減すること、電気がガソ
リンより安価なことなど、経済的
な側面からEリキシャへの切り替
えを後押しする向きもあります。

ただし、ハイテク産業の中心地
である南部のバンガロールなど一
部の都市を除き、充電設備が足り
ないという問題があります。この
点については、インド石油公社が
給油所に充電設備を併設したり、
タタ電力が今後5年間でデリー首
都圏に1,000カ所を設置したりす
る計画があり、官民を挙げた取り
組みが出てきています。

鉛蓄電池を使ったEリキシャは
すでに全国で60万台超が走行し
ているとされます。思い切りがよ
いインド。完全EV化に向けて、
まずは2020年までにどこまで変
われるか、大いに楽しみです。

客待ちをするリキシャ

Profile
住友商事グループのシンクタンク。ビジネスや投資を通じて得た知見や外部情報を組み合わせながら、
新たなビジネス領域や有望な地域などに関する情報の整理・分析やコンサルティング業務などを行っている。

第9回
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エコノミックガーデニングによる
地域活性化

拓殖大学政経学部 経済学科長　山本 尚史 
やまもと たかし
1988年筑波大学卒業。2004年ハワイ大学大学院修了（経済学博士）。㈱三井銀行、
海外コンサルティング企業協会、海外経済協力基金、世界銀行、国際教養大学などでの
勤務を経て、2011年から拓殖大学にて地域経済活性化政策を研究。現在、総務省地域
力創造アドバイザー、岡崎市市政アドバイザー、山武市エコノミックガーデニング推進
協議会アドバイザー、東温市中小零細企業振興円卓会議スーパーアドバイザー、地域活
性学会理事を務める。主な著書に『地方経済を救うエコノミックガーデニング―地域主
体のビジネス環境整備手法』（新建新聞社、2010年）がある。

縮小する地域経済と対策の方向性

国土交通省が2014年7月に発表した「国土のグ
ランドデザイン2050〜対流促進型国土の形成〜」
は、日本が直面している危機の一つとして急速に進
む人口減少を挙げ、「特に人口減少の著しい地方部 
では、地域が維持できなくなり、消滅する自治体が
数多く発生するという指摘がある。一方で、東京を
はじめとする大都市では出生率が低い状況が続いて
おり、このまま推移すれば、人口は限りなくゼロに
近づいていき、社会全体の持続可能性が失われてし
まう」と警鐘を鳴らしている。

この危機を自治体ごとに把握することが容易に
なってきた。経済産業省と内閣官房まち・ひと・し
ごと創生本部事務局が提供する「地域経済分析シス
テム （R

リ ー サ ス

ESAS）」では、人口構造の変動や産業構造の
特徴を明確に可視化している。また、千葉大学大学

院人文社会科学研究科の倉阪秀史教授が運営する
ウェブサイト「O

オ ポ ッ サ ム

PoSSuM」では、2015年と2040年
の人口構成や産業構造を比較できる「未来カルテ」
を発表している。

人口減少による地域経済の縮小を防ぐためには、
地域における雇用を増加させつつ、住民の所得を向
上させる必要がある。地域経済の持続可能性や経済
レジリエンス（経済的なショックが与えられた後の
回復力）を高めるためには、雇用力のある企業が地
域内に存在し続けなければならない。地方自治体は、
急激な人口減少に加え高齢化率が高まっていくとい
う厳しい環境のなか、地方圏の発展に必要な要素を
どのように確保すればよいのか。先行研究から、以
下のことがわかっている。第1に、地域経済におい
て内発的に雇用を創出することが求められる。ハイ
テク産業によるものであれ、農業によるものであれ、
外部から企業を誘致するのではなく、地域内の資源
を活用した雇用創出が望まれる。第2に、そのため



37日本政策金融公庫 調査月報
March 2018 No.114

の政策として、地域経済の生産性を向上させイノベー
ティブな社会経済をつくることが求められる。

地域産業政策のアップグレード

地域振興と産業振興のために、これまで積極的な
企業誘致活動が行われ、地域外の企業や工場を地域
内に呼び込むことで雇用と生産の拡大が図られてき
た。ただし、本社を地域内に呼び込むことができな
ければ、生産された付加価値は当該企業の本社所在
地に移出してしまうことになる。また、経済のグロー
バル化や技術進歩により国際的な価格競争が激しく
なり、せっかく誘致した企業が他の地域に転出して
しまったり廃業してしまったりするなどのリスクが
高まっている。現状では、企業誘致どころか、既存
の企業を地元に留める「企業留置」に力を注ぐ地方
自治体も珍しくない。

地域経済では、雇用において中小企業の果たす役
割は大きい。地元の中小企業や小規模事業者が発展
して、雇用を安定させるとともに、さらなる雇用を
創出することができれば、地域経済活性化に大きく
貢献することになる。そのためには、以下の三つが
求められる。

第1は、地元の小規模事業者が、利益を生み出す
企業として成り立つことである。適切な利益なしで
は、雇用を創出するどころか、持続可能な経営も危
うくなる。

第2は、事業承継を通じて、地元の中小企業が長
生きすることである。地元に雇用だけでなく商品や
サービスを提供し続ける「永続企業」が求められて
いる。吉田（2015）にもあるとおり、永続企業は、
地域社会を愛し、地域社会に愛される。

第3は、地元の中小企業が地域外市場においても
成功することである。中小企業は地元市場を対象と
することが多いが、人口減少に伴って経済規模が縮

小する地域では、地元市場だけを対象にしていると
企業活動が衰退してしまうからである。

第1と第2の段階では、短期間で多くの雇用を創 
出することは期待できないが、安定した雇用をもた
らす効果がある。第3の段階では、企業の成長に伴
い、多くの雇用を創出する。これら三つのいずれに
おいても、経営者は、市場で競争に負けることのな
いように、進取の精神をもって事業革新に取り組む
ことが求められる。同時に、地域社会では、さまざ
まな分野における地域内外のキーパーソンの連携に
より、地元企業を「勝たせる」仕組みをつくること
が必要である。また、中小企業経営者に求められて
いる情報などをタイミング良く提供することが、よ
り良いビジネス環境の整備につながる。

エコノミックガーデニング

地域経済活性化を意図した地元中小企業のための
ビジネス環境整備事業は、まったくの新機軸ではな
い。米国では、このような事業の例として「エコノ
ミックガーデニング」が注目されている。もともと
コロラド州リトルトン市で始まった事業であるが、
現在では、全米規模での取り組みになっている。

エコノミックガーデニングとは、地域経済を活性
化させるために、「地元企業が成長するビジネス環 
境をつくる」政策である。扱う分野は、マーケティン
グや財務に限定されず、中小企業の経営戦略全般に
関連する。地元の中小企業の活動を支援するために、
①企業の情報発信や情報分析への支援、②インター
ネット・マーケティング、③地理情報システムを生
かした地理情報と統計情報の提供、④ソーシャルメ
ディアの活用などの方法を用いている。現在、ウィ
スコンシン州、オレゴン州、カンザス州、コロラド
州、フロリダ州、ミズーリ州、ワシントン州などに
おいて、さらに米国外では、オーストラリアやカナダ
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の一部の都市で採用されている。以下では、二つの
都市の事例を紹介する。

米国・リトルトン市
リトルトン市は、デンバー近郊に位置する人口

4万人ほどの都市である。1980年代末に、冷戦の終
結による産業構造の変化に伴って地域の主要企業が
閉鎖してしまい失業に悩まされ、エコノミックガー
デニングを開始した。同市では「成長可能性の大き
い中小企業が活躍できる環境を創出する」ことを原
則として、商業や生活の質を維持向上させるインフ
ラの整備、企業と支援者との交流・意見交換の改善、
行政から企業に対する市場情報や市場分析の提供と
コンサルティングなどが実施された。

エコノミックガーデニングの実施によって、リト
ルトン市では次のような効果があった（中小企業総
合研究機構訳編、2007）。
・ 1990〜2005年に、就業者数は1万4,907人から3万

5,163人へと136％増加（この期間の同市の人口増
加率は30％）、売上税収入は680万ドルから1,960万
ドルへと188％増加。

・ 2000〜2005年に、就業者数は35％増加。同規模の
近隣都市であるイングルウッド（7.3％）、ノースグ
レン（6.2％）、ソーントン（21.4％）をはるかに上
回っている。
エコノミックガーデニングだけの成果かどうかは

不明だが、経済開発政策が不適切であれば、地域社
会がいくら健全な成長条件を備えていても繁栄でき
ない。その意味では、エコノミックガーデニングは
非常に好ましい結果をもたらしているといえよう。

オーストラリア・シェルハーバー市
シェルハーバー市はシドニー市の南方約85キロ

メートルにある人口約6万3,000人の都市である。若
年層の失業、近隣都市の大工場における人員削減に

懸念があり、雇用創出と小規模事業創出の観点から
2006年にエコノミックガーデニングを開始した。当
初はネットワーキングが中心であったが、2010年に
事業内容を変え、現在の形になった。なお、現在は
同市の他に、ウロンゴン市、キヤマ市を含めたイラ
ワラ地域圏の共同事業として実施されている。

同市におけるエコノミックガーデニングは、地元
の中小企業経営者を対象とする4カ月間の研修プロ
グラムであり、1回当たり約20〜30人が参加してい
る。研修に参加できる企業は、地元に本社があり、創
業後4年以上10年未満の、成長志向をもった企業で
ある。研修にかかる費用は自治体が負担するため、
経営者は無料で研修に参加できる。研修の内容は、

「ビジネス・ブートキャンプ」（経営戦略に関する
1日のセミナー）、4回のワークショップと個別企業に
対するビジネス・コーチングである。ワークショッ
プは全員を対象とするが、コーチングに参加できる
のは選抜された経営者のみである。ワークショップ
の内容は、経営戦略、顧客関係管理、インターネッ
ト・マーケティング、財務、従業員のモチベーション
向上などであり、いずれも経営者の経営スキル向上
を図るものである。コーチングは、主に、即効性の
高いビジネスシナリオづくり、マーケット開拓につ
いてである。

2012年に、同市はIRIS Research社に調査を依頼
し、エコノミックガーデニングの対象となった192社
のうち108社から回答を得ている。調査結果からは、
雇用と売上高を創出したことが判明した。回答企業
全体の雇用者数は、7年間で394人から473人へと増
加した。増加率は20％である。売上高は、4,364万 
豪ドルから6,410万豪ドルへと47％増加した。さら
に、産業連関表を用いて間接効果を測定したとこ 
ろ、間接的な雇用創出は44人、間接的な売上高創出
は1,490万豪ドルであった。また、回答企業の経営者
によれば、サービスが有意義だった理由として、新
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しいアイデアを得た（23.7％）、ネットワークが拡大
した（16.1％）、新しいスキルを習得できた（14.0％）、
新しい市場や取引相手が見つかった（10.8％）など
を挙げている。

以上のように、情報提供、経営者へのアドバイス、
およびネットワーキングを重視するという手法は、
オーストラリアでも効果をあげていることがわかる。

日本における事例

日本には、中小企業に対する資金的な支援メニュー
が豊富にある。また、日本の中小企業と大企業との
間には独特の構造的な関係がある。これらを理由と
して、日本におけるエコノミックガーデニングでは
米国やオーストラリアとは異なる取り組みが必要で
あると考えられる。特に、「地域経済と中小企業の 
レジリエンスや持続可能性を高める」「長期的な観 
点から取り組む」「企業間ネットワークとビジネス 
交流を促進するような、ビジネス環境の整備に重点
を置く」などの点を含めることが必要である。

日本では、大阪府、静岡県藤枝市、徳島県鳴門市、
千葉県山

さん

武
む

市などが、エコノミックガーデニングを
実施している。ここでは、2事例を紹介する。

徳島県鳴門市
鳴門市は徳島県北東部に位置しており、四国の東側

の玄関として発展してきた。人口は約5万9,000人。
主要産業は、観光業、製造業、農林水産業である。
2012年から「エコノミックガーデニング鳴門」（以
下、EG鳴門）を実施している（図）。EG鳴門では、

「成長意欲に富む中小企業がたくさん存在する」「企
業を成長させる仕組みが構築されている」の二つを
目標に掲げ、鳴門市の企業風土や事業環境の実情に
即した進め方を採用している。基本的な企業支援体
制は、企業訪問、企業経営者ネットワーキング、中

小企業支援ネットワーキングからなる。
企業訪問については、アンケート等だけでは把握

しきれない企業情報や経営ニーズを収集するととも
に、企業と行政が信頼関係を築くことを目的として、
2012年度から商工政策課の職員が市内企業を訪問
している。既に約200回の訪問を実施しており、有
望な人材や企業の発掘も期待できる。

企業経営者ネットワーキングは、特色ある取り組
みを行っている企業、熱意の高い企業をピックアッ
プし、つながりをフォローしながら新しい取り組み
や施策展開につなげるものである。2013年7月に食
品部門、2014年4月に金属加工部門、同年11月に観
光関連部門で経営者ネットワーク会議を開始した。
狙いは、同業者による企業間ネットワークを形成し
て連携的な活動を図ること、地元企業の同業種・異
業種のネットワークを強化することで、地域経済の
底上げを図ることにある。

中小企業支援ネットワーキングについては、企業

エコノミックガーデニング推進体制イメージ図

中小企業の新しい取り組みを支える によるネットワーク産 学 公 民 金

支　援

支　援支　援

企　業 企　業

企　業 企　業

経済団体
経営者
農　家

行　政
議　員

学　校
研究者

市民団体
NPO

金融機関

連　携

支　援
連　携

支　援
連　携

連　携連　携

様々な分野の中小企業
異業種交流・情報共有など

図　中小企業を支援するためのネットワーク

出所：エコノミックガーデニング鳴門のウェブサイト（http://eg-naruto.jp）
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や業界から持ち寄られるニーズ、提案、課題に対応
できるように、2014年3月より中小企業支援ネット
ワーク会議を開始し、支援側機関が各々の支援策に
関する情報を共有してニーズなどに柔軟に対応しう
る支援体制を整備することを目的としている。会議
には、商工会議所、商工会、ハローワーク、県立工
業技術センター、市役所、市教育委員会、青年会議
所、商店街振興組合、報道機関、金融機関などが参
加している。

現在、こうした体制の下で、事業拡大支援事業、
創業促進事業、国内外販路拡大支援事業、知的財産
権取得支援事業といった補助金事業をパッケージと
して実施している。EG鳴門では、支援メニューその
ものに独自性は少ないものの、支援体制にはこれま
での地域産業政策にない新しさがみられる。また、
エコノミックガーデニングの導入と発展に当たり商
工政策課のリーダーが一貫して関わってきたことや、
実施に当たり市役所が主導的な役割を果たしてきた
ことが特色である。

千葉県山武市
山武市は千葉県北東部に位置しており、東京都心

部から約70キロメートルの距離にある。人口は約
5万3,000人。主要産業は、観光業、農林業であり、
イチゴやスギが特産物である。ただし、かつて栄え
た「山武杉」の林業は、現在は低迷している。

同市では、2013年に市長と副市長が市内の企業を
訪問して行政に対する要望をヒアリングしていた。
その一方で、副市長、商工会役員、商工会青年部役
員が、地元中小企業に対する支援体制について意見
交換を始めた。この結果、2014年に、市役所と商工
会青年部が連携して「さんむエコノミックガーデ
ニング準備委員会」が組織された。準備委員会では、
人口構成や経済構造の現状と課題に関する情報交換、
中小企業支援の先進地の視察、市内の中小企業に対

する実態調査などが行われた。将来、人口の減少と
高齢化が進み、市場が大幅に縮小することが準備委
員会で発表された。これにより同市の経済状況に関
する危機感や不安感が官民で共有され、それまで以
上に民間の委員が自発的に行動するようになった。
2016年4月には「さんむエコノミックガーデニング
推進協議会」が設立され、本格的に地元の中小企業
に対する支援が始まった。

同市の取り組みは、民間の経済団体（商工会青年
部）が主導的な役割を担っていることが特徴である。
協議会の会長には商工会の役員が就任し、副会長に
副市長が就いていることもその表れである。年1回
の総会、年3回の全体会議、年5回の運営会議が開催
される。総会では、年度事業計画と報告、収支予算
と決算、役員人事などが協議される。全体会議では、
各種事業とその予算に関する承認と報告が協議され
る。運営会議では、正副会長と理事により、各種事
業の詳細が議論される。こうした体制は、協議会の
運営を公正に保ちつつ、地域の中小企業に対する支
援事業をタイムリーに実施するためにデザインされ
たものである。

同市では、各種のワーキンググループ活動（企業
活動支援事業）が中心である。ワーキンググループ
の設置、変更、廃止は、運営会議で議論され全体会
議で承認される。協議会の会員であれば誰でも設置
できるし、会員外であってもメンバーになることが
できる。年度途中に設置したり変更したりすること
も可能である。こうした活動形式は、埼玉県秩父市
の「広域秩父産業連携フォーラムFIND Chichibu」
の各種分科会活動から学んだものである。現在、五つ
のワーキンググループが運営されている。地域資源
活用事業、着地型観光バスツアー企画事業、さんむ就
職フェア企画事業、地域産物による地産地消事業、
チャットビズ事業である。なかでも、チャットビズ
事業は、「さまざまなビジネスに関わる案件を、自 
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由な発想でオープンイノベーションできる仕組みや
方法を研究・開発する」ことを意図している、他に
例がない取り組みである。山武市立さんぶの森図書
館を活動の場所としているが、これは図書館であれ
ば必要な情報を手元に置きながら話し合うことが容
易だからである。同図書館では「ビジネス支援図書
館」としての活動を充実させているところだったの
で、エコノミックガーデニング推進協議会との連携
はお互いにメリットがある。

山武市のエコノミックガーデニングはまだ始まっ
たばかりなので目立った実績はない。それでも、
2014〜2016年に準備委員会を進めるなかで、委員が
経営する企業の業績が伸びている。これは、経営者
同士が経営改善について話し合うなかで新しい取引
先が紹介されたこと、新しい経営ノウハウを知った
こと、共同の商品開発が行われはじめたこと、など
を背景としている。

導入のプロセスと成功のポイント

以上からわかるとおり、日本、米国、オーストラ
リアでは、エコノミックガーデニングの取り組みが
異なっている。この理由の一つとして「地域経済生
態系」が異なっていることが挙げられる。地域経済
生態系は、①地域内の、変化をつくるキーパーソン
のネットワーク、②キーパーソンの出番などをつく
る公式・非公式のルール、③地域内の各種資本、か
ら成り立っている。エコノミックガーデニングの導
入に当たっては、地域経済生態系と地元の中小企業
に関する実態調査が求められる。これは、地域経済
の実態を可視化し、エコノミックガーデニングの実
施に関して合意形成を促進し、地域の実情に基づい
て適切な産業政策を策定するために望ましいプロセ
スである。

これまで、エコノミックガーデニングにおいては、

ネットワークの拡大と改良に関心が向けられてきた。
今後は、地域の中小企業が雇用を増やし、従業員に
より多くの所得をもたらすことができるように、地
元企業の経営改善を促す取り組みに注力することが
望ましい。また、地元企業による異業種参入などの
支援も有効だろう。日本の地方都市でエコノミック
ガーデニングによる雇用機会の創出を図るのであれ
ば、地域経済と地元企業の状況に合わせて創造的に
支援メニューを作成することが求められる。

さらに、エコノミックガーデニングを実施する仕
組みについては、今後とも検討が必要である。鳴門
市のように行政が主導的な役割を担う場合には、企
業に対する影響力が大きく、比較的スムーズに実施
に移すことができるという大きな有利性がある。そ
の一方で、財政事情の影響を受けて予算を削減され
やすいこと、担当者や責任者の人事異動のために長
期間にわたって一貫した取り組みができない可能性
があること、などのために事業の継続に関するリス
クが高い。山武市のように民間の経済団体が主導的
な役割を担う場合には、事業の実施に至るまでに、
強いリーダーシップを発揮できる人物が要ること、
意思の疎通とコミットメントの共有に時間がかかる
こと、自主財源の確保に工夫が求められること、な
どの難点がある。しかし、一度実施しはじめれば行
政の人事や財政の事情に影響を受けることなく、事
業を円滑に継続させることができる。

日本では、まだ、エコノミックガーデニングの歴
史が短く、社会実験という性格が強い。今後、取り
組みが拡大するとともにさまざまな成果をあげるこ
とで、エコノミックガーデニングは進化し続けるだ
ろう。

〈参考文献〉
中小企業総合研究機構訳編（2007）『アメリカ中小企業白書

2006』同友館
吉田正博（2015）『「消えない都市」の条件』幻冬舎
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企業が他社との競合に勝ち残る
には、自社の強みを認識し他社と
差別化することが重要だ。経営環
境が変われば、自社の強みも進化
させる必要がある。
東京都台東区の㈱リアライズは、
缶バッジなどオリジナル商品を製
造している。競合企業はけっして
少なくないが、同社では、強みを進
化させることでユニークな商品や
サービスの開発に成功している。

ミュージシャンから
経営者に

同社は、企業の販促品や、個人
や団体が作るオリジナル商品を製
造している。デザインさえあれば、
プリントTシャツやキーホルダー、
ステッカー、マグカップなど幅広
い商品を作るが、売り上げの7割
を占める主力商品は缶バッジだ。
社長の佐藤正裕さんは、ミュー
ジシャンから経営者に転じた異色

の経歴をもつ。所属していたパンク
ミュージックのグループではベー
スを担当し、20歳代のほぼすべて
を音楽活動にささげたという。競
争が激しい音楽の世界で3枚の
CDを発売したほか、10回の全国
ツアーや、海外での公演も行うな
ど実績を残してきた。佐藤さんの
缶バッジ作りは、こうした活動の
傍ら副業として始まったものだ。
音楽活動では、缶バッジなどオ
リジナル商品を作って販売したり
CDの購入特典としたりすること
が少なくない。こうした商品は、
外注するのが一般的であったが、
当時は、50個以上のロットでない
と注文を受け付けてもらえなかっ
た。多く作っても売れ残れば、在
庫を抱えてしまう。音楽活動に携
わる者にとって悩みの種であった。
そこで、CDの販売促進策の企画

など音楽グループのプロモーション
活動も担当していた佐藤さんは、

思い切って10万円を投じて機械
を購入し、自ら缶バッジを作りは
じめた。音楽仲間からの注文に対
応すれば、小遣い程度の稼ぎには
なるだろうとの思いもあった。
気軽に安く利用してもらいたい
と、他社よりも小ロットの10個か
ら注文に対応し、単価は他社より
も1円安く39円に設定した。
副業として始めた事業は、音楽
仲間に口コミで評判が広がった。
創業直後の2009年1月の売り上げ
は1万4,000円ほどだったという。

顧客の多様な要望に応える

翌月、自社のホームページを開
設し、音楽グループやレコード会
社のサイト内の掲示板で周知を始
めた。すると、小口の注文だけで
はなく、販促品を作ってほしいと
企業から大口の注文も来るように
なった。他社より安いと注目され

㈱リアライズ
■ 代 表 者	 佐藤	正裕
■創 業	 2008年
■資 本 金	 1,000万円
■従業者数	 23人
■事業内容	 ノベルティグッズの製造
■所 在 地 	東京都台東区小島2-18-15御徒町オオツカビル3階
■電話番号	 03（6240）9227
■ U R L	 http://realize-group.co.jp

代表取締役

佐藤	正裕
さとう まさひろ

顧客に選ばれる缶バッジで
成長を続ける
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たのだ。受注は増え、作れば作る
だけ利益になった。受注量の増加
には内職を雇うことで対応し、少
しずつ規模を拡大していった。
2011年、佐藤さんは、所属して

いた音楽グループの活動休止を契
機に、経営に専念することになる。
この頃には、年商は4,500万円ま
でになったが、業績は伸び悩みは
じめていた。
要因は、小口の受注に低価格で

対応する業者が増えつつあったこ
とだ。佐藤さんは改めて自社の強
みを考える必要に迫られた。
同社の缶バッジは、デザイン画

像が他社のものよりも精彩だと顧
客から好評だった。だが、印刷機
の設定を変えれば誰でも同じ品質
の商品は作れる。では他社が容易
に真似できない強みは何か。
佐藤さんが出した答えは、顧客
への対応力だった。音楽活動でプ
ロモーションに携わっていた経験
から、自分が作ったものを売るこ
との大変さはよく知っていた。そ
れだけに、缶バッジが売れて、喜
ばれることが何よりうれしかった。
顧客の要望には何とかして応えた
い。その思いの強さは創業以来、
誰にも負けない自信があった。
1,000個を翌日までに欲しいとの
注文には、夜を徹して対応したこ
ともあった。また、物流が混乱し、
発送した商品が期日までに相手に
届かないとわかったときには、

CANROLL

100個の缶バッジを作り直して、
従業員が鹿児島まで飛行機で直接
届けた。たった一度のバンドのデ
ビュー記念のイベントに間に合っ
たとたいへん喜ばれた。

利用者に喜ばれる
商品を提案

低価格、小ロット、高品質、短
納期など顧客の多様な要望に対応
してきた。より多くの人に喜んで
もらうには、まだ同社の缶バッジ
を手にしたことがない方にも利用
してもらう必要がある。そう考え
た佐藤さんは、利用者のニーズを
先読みした商品の企画やサービス
の提案に力を入れるようになる。
例えば、2014年に開始した

「CANROLL」は、画像を共有でき
るSNSのインスタグラムと連動
し、投稿した写真から缶バッジを
作ることができるサービスだ。好
きな写真を6枚選んで注文すると、
台紙に付けて1週間前後で商品が
届く。手軽にオリジナルの缶バッ
ジを作れるとプレゼントなどで利
用され、発売から3年経った現在
でも月に数百件の注文がある。新
聞や雑誌にも取り上げられた。
また、企画書を片手に大手出版

社やアニメの制作会社を訪問して、
漫画やアニメの版権を使用した商
品の提案をした。たんにキャラク
ターを缶バッジにするだけではな
く、利用者が喜ぶ工夫を加えた。

その代表がAR（拡張現実）技術
を使用した商品だ。缶バッジの画
像に専用アプリをダウンロードし
たスマートフォンをかざすと、そ
の画面上にキャラクターが表示さ
れる。カメラと連動しているので、
キャラクターを背景とした写真を
撮ることができる。これまで15種
類以上の版権を使用した缶バッジ
を製作し、ファンからも好評だ。
こうした取り組みの結果、伸び

悩んでいた業績は再び勢いを取り
戻し、年商は2016年に4億円を超
えた。同社のサービスを利用した
顧客の約25パーセントが2カ月以
内に再び利用している。ユニーク
な商品を提案して同社を利用して
もらい、さらに顧客対応力を発揮
することでリピートオーダーにつ
なげることに成功したといえる。
佐藤さんは、音楽活動も企業経
営も続けることが大変だという。
同社は、小ロット、低価格から顧
客対応力、商品の提案力と強みを
進化させてきた。だからこそ、同
社の商品は顧客から選ばれ続け
ているのだろう。� （山田�貴之）
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どのような仕事においても、人
と人、企業と企業とのつながりが
大切なのは、いうまでもないこと
でしょう。他社と契約を結んだり、
提携して事業を進めたりする際に
は、先方の担当者と何度も連絡を
取り合うことになるはずです。
そんな面談後のメールや礼状等に
和歌を使ってみてはいかがでしょ
うか。今回は、取引等を円滑に進
める一助となるような和歌を紹介
していきましょう。

春霞たなびく山の桜花
見れどもあかぬ君にもあるかな

『古今和歌集』所収の歌で、作 
者の紀

きの

友
とも

則
のり

は、『古今和歌集』の 

福田 智弘
ふくだ ともひろ
1965年埼玉県生まれ。
89年東京都立大学（現・首
都大学東京）人文学部卒業。
編集・デザインディレクター
を経て、現在、国内外の歴史、古典文学関連の
コラムを執筆。著書に『ビジネスに使える「文
学の言葉」』（ダイヤモンド社、2006年）、『意
外な真相？驚きの事実！裏も表もわかる日本史
[江戸時代編]』（実業之日本社、2013年）な
どがある。

〈参考文献〉
久保田淳訳注『新古今和歌集上・下』角川

ソフィア文庫　
高田祐彦訳注『古今和歌集』角川ソフィア

文庫

撰者の一人でもあります。大意は
「春霞がたなびく山に咲く桜の花
はいくら見ても飽きないように、
あなたはいくら見ていても見飽き
ることはない」になります。

ビジネスに応用するならば「桜
の花が何度見ても飽きないのと同
じように、あなたとの面談は楽し
くて飽きることはない」という意
味を込めた歌として、面談後の
メールや礼状にそっと添えてみる
とよいのではないでしょうか。

人よりも心のかぎりながめつる
月は誰とも分かじものゆゑ

え

『新古今和歌集』所収のこの歌 
の作者は、堀河右大臣こと藤原
頼
よりむね

宗。権力者である藤原道長の子
であり、歌人としても有名な人で
す。歌意は「他の誰よりも気持ち
の限りを尽くして見つめ続けたよ。
月は誰に対しても区別なくふるま
うのだろうが」になります。

ビジネスであれば「月のように
公平で清らかなあなたは誰にも等
しく優しさを注いでくださるでしょ
う。だからこそ私は、誰にも負け
ないくらいの情熱であなたとの取
引を望み、アプローチしているの
です」という意味合いで使用して
みてはいかがでしょうか。「契約 
締結を熱望しています」などと、
真正面からはいいづらい場合でも、
歌の力を借りるとストレートに表

ビ
現できることがあります。こちら
も面談後の礼状等に使用してみる
とよいでしょう。

年を経て思ふ
う

心のしるしにぞ
空もたよりの風は吹きける

「何年も思い続けてきた甲斐が
あって、空にもよい風の便りが吹
いてきたようだ」といった意味に
なる『新古今和歌集』所収の歌で
す。作者は三十六歌仙の一人でも
ある藤原高

たかみつ

光です。
長い時間をかけて、取引等の打

ち合わせをし、ようやく契約に至っ
た、あるいは契約の条件が整って
きた、という時に感謝の意を込め
て得意先に贈ってみたい歌です。
万感の思いは先方にも伝わり、今
後の取引にもよい影響が与えられ
るのではないかと思います。

ジネス に

歌
和

取
引
等
を
円
滑
に
す
る
歌

第21回
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PHP研究所　定価（本体1,500円＋税）

「当たり前を徹底しろ」「力以上
のことはするな」。先代である父の
教えの意味を著者は理解できず、
店を大きくした自分へのひがみと
さえ思っていた─。本書は、2代
続く和菓子店をパン店に変えた著
者が、どん底も経験しながら経営
者として成長してきた自らの軌跡
を生々しくつづったものだ。
ケーキのようにやわらかい生地、
焼き上げてから注入される自家製
クリーム、あえて焼きたてを冷や
すことで生まれるしっとりとした
口どけ。著者が経営する㈱八天堂

の「くりーむパン」は、連日昼過
ぎに完売してしまうほどの人気商
品だ。広島県三原市の本店のほか、
東京や名古屋、海外にもくりーむ
パン専門店を出店している。
実は、当初はくりーむパンでは
なく、さまざまな創作パンを販売
していた。他店にはないパンが並
ぶ店と評判になり、一時は県内に
13店舗を運営するまで繁盛した。
ところが、業績に陰りがみえは
じめる。顧客に飽きられまいと新
商品を増やすうちに、商品数は優
に100種類を超えた。あるとき、
雪だるま式に増える作業負担に耐
えかねて従業員が倒れた。勤務ボ
イコットが起こり、ついには本店
以外の全店を閉じることになった。
そのどん底からはい上がろうと
する過程で生まれたのが、くりー
むパンだ。起死回生を狙える自信
作だったが、あまりのやわらかさ
に手で包装する必要があるなど、
とにかく手間がかかった。著者は、
思い切って取扱商品を一つに絞っ
て売り出した。そして、くりーむ

パンはヒット商品への階段をかけ
上がり、同社は飛躍を遂げた。
確かにくりーむパンはとびきり
おいしい。苦境にめげずに開発を
続けた職人魂には感嘆させられ
る。だが、もう一つ、どん底を経
験する前には決定的に欠けていた
ものが、今の同社にはある。それ
は「人」、従業員への視点だ。
商品を一つに絞る戦略は、従業
員の負担に配慮した末の産物だっ
た。そうして余力を生み出した結
果、予想を超える売れ行きにも対
応し、チャンスをものにできた。
世代交代を機に大胆な変革に取
り組み、著者は自分の信じる商品
を追い求めてきた。だが、商売は
良い商品だけでは回らず、つくる
人、売る人がいて初めて成り立つ。
先代の言ったそんな「当たり前」
の意味に気づき、著者はどん底の
なかで「人生、今日が始まり」と、
再び前へ踏み出す力を得た。その
姿は、成功をつかもうと苦闘する
多くの経営者に気づきと勇気を与
えてくれるはずだ。�（長沼�大海）

森光 孝雅　著

人生、今日が始まり
－「良い品、良い人、良い会社つくり」への挑戦－



46 日本政策金融公庫 調査月報
March 2018 No.114

『調査月報』 2017 年度主要記事 目次

巻頭随想

不可能と言われた道	 北海道大学総合博物館 准教授 小林 　快次 4月号 No.103
成長への鍵「リスキリング」 OECD東京センター 所長 村上 由美子 5月号 No.104
「縮充」について ㈱studio-L 代表取締役 山崎 　　亮 6月号 No.105
節電にみる「ココロ」の経済学 京都大学大学院経済学研究科 教授 依田 　高典 7月号 No.106
多様性は武器 昭和女子大学 理事長・総長 坂東 眞理子 8月号 No.107
ものづくり技能伝承とイノベーション 埼玉大学大学院理工学研究科 教授 綿貫 　啓一 9月号 No.108
かえってきたくなる町を創ろう 劇作家・演出家 平田 オリザ 10月号 No.109
組織の硬直性と肥大化メカニズム	―組織活性と人材活性のために― ㈱𠮷野家ホールディングス 会長 安部 　修仁	 11月号 No.110
自分と自社のビジネスのブランド力を上げてアピールする ㈱国際パフォーマンス 研究所 代表取締役 佐藤 　綾子 12月号 No.111
機長の眼から見た企業のリスクマネジメント 危機管理・リス クマネジメント専門家 小林 　宏之 1月号 No.112
セルフコーチングのススメ DEPORTARE PARTNERS 代表 為末 　　大 2月号 No.113
復興・社会貢献を通じて事業を広げる非市場戦略 一般社団法人RCF 代表理事 藤沢　　 烈 3月号 No.114

調査リポート
特別リポート

「副業起業」は失敗のリスクを小さくする 総合研究所 主席研究員 村上 　義昭 4月号 No.103
2011年開業企業の実態追跡	―新規開業パネル調査（第３コーホート）の概要―　　 総合研究所 主席研究員 深沼 　　光 6月号 No.105
 主任研究員 田原 　　宏	 	
中小企業の成長を支える外国人労働者	―「外国人材の活用に関するアンケート」から― 総合研究所 主席研究員 竹内 　英二 7月号 No.106
 　研究員 平井 　龍大	 	
新規開業企業経営者の休職に関する一考察	―休職前後の実態と事業継続のヒント― 総合研究所 主任研究員 藤田 　一郎 8月号 No.107
廃業時における経営資源の引き継ぎの実態と支援の必要性	 総合研究所 主席研究員 井上 　考二 9月号 No.108

―「経営資源の譲り渡しに関するアンケート」から― 　研究員 山田 　貴之  
経営経験者の開業	―「2016年度新規開業実態調査（特別調査）」より― 総合研究所 主席研究員 村上 　義昭 10月号 No.109
「見つめ直す経営」で成長する 総合研究所 主任研究員 藤田 　一郎 11月号 No.110
顧客価値イノベーションによる価値づくり経営 一橋大学イノベーション研究センター 教授 延岡 健太郎 12月号 No.111
天候が小企業の景況に与える影響 ―「全国中小企業動向調査・小企業編」による分析― 総合研究所 主任研究員 桑本 　香梨 12月号 No.111
中小企業で活躍するシニア世代就業者の意識	―働きがいを高める企業の対応を探る― 総合研究所 主席研究員 海上 　泰生 1月号 No.112
中小企業がもつ先行き不透明感と経営への影響 総合研究所 　　研究員 山口 　洋平 2月号 No.113

イベント 高校生ビジネスプラン・グランプリ	―最終審査会＆表彰式―   5月号 No.104

日本公庫シンポジウム 中小企業における外国人雇用の現状と課題  総合研究所 3月号 No.114

労働生産性の向上に向けた
中小商業・サービス業の
取り組み

第 1 回　厳しい事業環境下でも成長するための取り組み 総合研究所 グループリーダー 安池 　雅典 4月号 No.103
第 2 回　求められる「変革」と「地力の向上」   5月号 No.104
第 3 回　労働生産性の向上に向けたポイント   6月号 No.105

飲食料品産業の
海外展開にみる日本製品の
競争力

第 1 回　飲食料品産業の存在感と競争力の源泉 総合研究所 主席研究員 海上 　泰生 7月号 No.106
第 2 回　海外市場向け戦略商品をどう選ぶか   8月号 No.107
第 3 回　日本製品への需要の高まりと販路開拓のポイント   9月号 No.108

地方発ベンチャーが
成長するためのポイント

第 1 回　地域に根差したビジネスモデルの構築 総合研究所 研究員 佐々木 真佑 10月号 No.109
第 2 回　人材確保に向けた地方ならではの取り組み   11月号 No.110
第 3 回　成長の鍵を握る創業期の資金調達   12月号 No.111

電気機械産業における
中小企業の生き残り策

第 1 回　国内外を取り巻く厳しい事業環境 総合研究所 主任研究員 足立 　裕介 1月号 No.112
第 2 回　技術の蓄積を生かす新分野開拓   2月号 No.113
第 3 回　現地の変化に機敏に対応する海外拠点   3月号 No.114

新時代の創業

喫茶店を舞台に地域を元気にする 山形県山形市 BOTA coffee 4月号 No.103
経験こそが主力商品 愛知県名古屋市 AETアビエーション㈱ 5月号 No.104
働きがいを探し続けて見つけた宝物 島根県松江市 くにびき自然学校 6月号 No.105
異業種の協力を得て開発した新たな水分計 東京都港区 キャビノチェ㈱ 7月号 No.106
たった一人の創業で地域の課題に挑む 長野県北佐久郡立科町 TAKE 8月号 No.107
ICTを使ってサービスの現場を改善 東京都中央区 ㈱コネクター・ジャパン 9月号 No.108
エクササイズの動画を配信し元気な体づくりをサポート 東京都中央区 ニューロ・オン㈱ 10月号 No.109
料理人の出張サービスで感動と喜びを 大阪府大阪市 ㈱2JOY 11月号 No.110
大学OBの指導が創業を確かなものにした 大阪府東大阪市 ㈱プルルンラボ 12月号 No.111
欧米に特化してインバウンド獲得を支援 神奈川県鎌倉市 ㈱IGLOOO 1月号 No.112
既存技術の組み合わせで映像解析を汎用化 東京都文京区 ㈱フューチャース タンダード 2月号 No.113
改善を重ねて生まれた転職サイト 東京都中央区 ㈱Mewcket 3月号 No.114

中小企業のための
知的財産戦略

第10回　知財戦略における支援施策 弁護士法人内田・鮫島法律事務所 弁護士 鮫島 　正洋 4月号 No.103
第11回　知財金融の重要性   5月号 No.104
第12回　中小企業における標準化   6月号 No.105

社史から読み解く経営戦略

第 9 話　三越 ―小売業の新機軸を打ち出した百貨店の先駆者― 社史研究家 村橋 　勝子 4月号 No.103
第10話　倉敷紡績	―地元を奮起させた若者たちの情熱―   5月号 No.104
第11話　ワコール ―美を追求する世界企業―   6月号 No.105
第12話　積水ハウス	―大量生産を実現した常識破りの家づくり―   7月号 No.106
第13話　カゴメ	―トマトを変身させた農家の努力―   8月号 No.107
第14話　日立製作所 ―電気機械の国産化を夢見て―   9月号 No.108
第15話　ヤマハ	―世界最大の総合楽器メーカー ―   10月号 No.109
第16話　ブリヂストン	―家内工業を脱皮させた経営者の先見―   11月号 No.110
第17話　エーザイ	―生涯にわたり研究に励んだ起業家―   12月号 No.111
第18話　イムラ封筒	―時代を見抜いた戦略で業界首位をつかむ―   1月号 No.112
第19話　日野自動車	―ガス会社の下請け時代から始まった波瀾万丈―   2月号 No.113
第20話　中村屋	―サロンを通じた文化交流が商品を生み出す―   3月号 No.114
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データでみる景気情勢
～日本公庫総研調査結果から～

第21回　不透明感が拭えない小企業の業況	 	 総合研究所	 4月号	 No.103
第22回　3年連続で約半数が給与水準を引き上げ	 	 	 5月号	 No.104
第23回　小企業の景況は、先行きに不透明感はあるものの、持ち直しの動きがみられる	 	 	 6月号	 No.105
第24回　中小企業の売上げは、足元で持ち直しの動きがみられる	 	 	 7月号	 No.106
第25回　中小製造業の設備投資は7年ぶりに減少	 	 	 8月号	 No.107
第26回　中小企業の景況は、緩やかに回復している	 	 	 9月号	 No.108
第27回　小企業の景況は、持ち直しの動きがみられる	 	 	 10月号	 No.109
第28回　収益性に改善みられるも、人手不足が影を落とす建設業	 	 	 11月号	 No.110
第29回　小企業の景況は、持ち直しの動きがみられる	 	 	 12月号	 No.111
第30回　中小製造業の設備投資額は3年ぶりに増加となる見通し	 	 	 1月号	 No.112
第31回　中小企業の景況は、緩やかな回復が続く見通し	 	 	 2月号	 No.113
第32回　中小企業の景況は、緩やかに回復している	 	 	 3月号	 No.114

見える化で飛躍する
中小企業

身近な課題に取り組み成長を志す金型メーカー 兵庫県尼崎市 ㈱ヤマシタワークス  4月号 No.103
オンリーワンの開発型ストローメーカーを目指して 岡山県浅口市 シバセ工業㈱ 5月号 No.104
地域住民に選ばれ続けるタクシー会社 広島県広島市 第一タクシー㈱ 6月号 No.105

大きくはばたく
小さなサービス産業

とびきりのコーヒーを多くの家庭に届けるために 千葉県千葉市 さかもとこーひー㈲ 7月号 No.106
春夏秋冬成長する花火店 長野県上田市 ㈲ウス ザワ 8月号 No.107
新潟の酒で特別なひとときを 新潟県新潟市 ㈱幻の酒 9月号 No.108
地域に人を呼び込むアウトドアベンチャー 静岡県下田市 ㈱VILLAGE INC 10月号 No.109
車好きの心をくすぐり続ける独自のサービス 愛知県名古屋市 ㈱ルーフコーポレーション 11月号 No.110
たいやきの常識を打ち破る 三重県伊勢市 ㈲わらしべ 12月号 No.111
上級者を味方につけネットショップをブランド化 新潟県三条市 ㈱山谷産業 1月号 No.112
「その場で」を売りにした文書廃棄の出張サービス 宮城県仙台市 ㈱RDVシス テムズ 2月号 No.113
甘い感動を分かち合う 東京都世田谷区 ㈱Lapin.doux 3月号 No.114

北から南から

「国際平和文化都市ひろしま」の飛躍を目指して！ 広島県 広島商工会議所 植野 実智成 4月号 No.103
新幹線開業後の商工会議所の役割 北海道 函館商工会議所 永澤 　大樹 5月号 No.104
企業力と個店力でまちが輝く 大阪府 阪南市商工会 出口 　尚暢 6月号 No.105
晩秋の花火で地域に活力を 長野県 長野商工会議所 徳武 　高久 7月号 No.106
持続的経営の支援と新たな地域経済の担い手の創出に向けて 和歌山県 海南商工会議所 髙野 　拓哉 8月号 No.107
地域企業と共に成長し新たな坂出の魅力をつくる 香川県 坂出商工会議所 赤木 　　浩 9月号 No.108
復興へ向けて歩き続ける街の今 岩手県 陸前高田商工会 末峰 　　肇 10月号 No.109
商工会議所への移行で新たなステージへ 埼玉県 越谷商工会議所 伊藤 　　猛 11月号 No.110
創業者に寄り添い経営全般をアドバイス 愛知県 名張商工会議所 住田 　厚志 12月号 No.111
戊辰150周年を迎えて 福島県 会津若松商工会議所 板橋 　洋子 1月号 No.112
ブランド認定で世界に羽ばたくものづくり中小企業を応援 神奈川県 川崎商工会議所 小泉 　幸洋 2月号 No.113
商工業の力強い復興による魅力ある益城町の再生に向けて 熊本県 益城町商工会 米ヶ田 靖司 3月号 No.114

論点多彩

シリコンバレーのWEBビジネスを担う移民の起業家活動 法政大学経営学部  教授 田路 　則子 4月号 No.103
将来の管理職を育てる「仕事の任せ方」 北海道大学大学院経済学研究科 教授 松尾 　　睦 5月号 No.104
バイオミメティクス	―生物に学ぶものづくりイノベーションの現状と課題― 千歳科学技術大学理工学部  教授 下村 　政嗣 6月号 No.105
フィンテックの現状と日本への示唆 東京大学大学院経済学研究科 教授 福田 　慎一 7月号 No.106
中小企業におけるヘルスケアビジネス参入のヒント ㈱ヘルス ケア・ビジネス ナレッジ 代表取締役社長 西根 　英一 8月号 No.107
歴史まちづくりと地元企業の関係 東京大学大学院工学系研究科 教授 西村 　幸夫 9月号 No.108
地方圏の大学生の就職意識とインターンシップ 山形大学学術研究院（学士課程基盤教育機構）准教授 松坂 　暢浩 10月号 No.109
中小企業における外国語使用の現状と課題 関東学院大学経済学部  教授 橋本 　健広 11月号 No.110
消費者に影響を与える知覚時間 ―音楽と香りによる消費者行動の促進― 東京国際大学商学部  准教授 平木 いくみ 1月号 No.112
ユーザーイノベーション	―革新をもたらす顧客たち― 阪南大学経営情報学部  教授 水野 　　学 2月号 No.113
エコノミックガーデニングによる地域活性化 拓殖大学政経学部  経済学科長 山本 　尚史 3月号 No.114

経営最前線

「仕方がない」のなかに成長の種を見出した学習塾 岡山県岡山市 ㈱Xist 4月号 No.103
子育てママが輝くエステサロン 新潟県長岡市 Chloé Crow 5月号 No.104
ガラパゴス化のなかで見つけた希望 兵庫県尼崎市 ㈱モルファ 6月号 No.105
醸造に特化して長年の夢をかなえたワイン工房 長野県伊那市 ㈲ムラタ 7月号 No.106
試練が磨いた経営者の資質 京都府京田辺市 ㈱P.O.ラボ 7月号 No.106
ターゲットを見直し新たな需要を開拓 神奈川県厚木市 ㈱ベネクス  8月号 No.107
仲卸2代目が始めた花を贈る文化づくり 愛知県豊橋市 HANAイノベーション㈱ 8月号 No.107
冷めない情熱が新たな市場を拓く 茨城県石岡市 ㈱ベテル 9月号 No.108
顧客本位を貫く理美容はさみメーカー 和歌山県和歌山市 ㈲ハヤシ・シザース  9月号 No.108
徹底した顧客志向で信頼をつなぎ続ける 千葉県船橋市 リフト商事㈱ 10月号 No.109
世界王者が問いかける森林の未来 和歌山県田辺市 ㈲チェンソーアート・ジャパン 10月号 No.109
地域の資源を活かしてファンを開拓 青森県八戸市 八戸酒造㈱ 11月号 No.110
可視化がもたらす提案力で国内需要を掘り起こす 東京都八王子市 坂西精機㈱ 11月号 No.110
老舗が挑む販路の転換 新潟県十日町市 ㈱嘉六 12月号 No.111
地域への根づきが成長を支える 静岡県浜松市 ㈲うなぎの井口 12月号 No.111
日本一楽しい呉服店になる 静岡県沼津市 ㈲大田呉服店 1月号 No.112
消費者の心をとらえるユーザー目線の商品開発 岐阜県関市 ㈱サンクラフト 1月号 No.112
急がば回れで成長を目指す 新潟県小千谷市 ㈱山口製作所 2月号 No.113
小さな市場を丹念に開拓する中古絵本店 愛知県北名古屋市 こども古本店 2月号 No.113
顧客に選ばれる缶バッジで成長を続ける 東京都台東区 ㈱リアライズ 3月号 No.114

2017 年 4月号（No.103）～ 2018年 3月号（No.114）
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告予号月4群馬県大泉町は人口4万人強の小さな町ですが、日系ブ
ラジル人を中心に50カ国7,600人の外国人が暮らしてい
ます。商店街にはブラジル料理店や外国の食材・雑貨を扱う
店舗が立ち並び、日本とは思えない光景です。先日、ある
ブラジル料理店に行きましたが、日系人はもちろん、町外
からきた日本人でにぎわっていました。日系の人たちにす
れば必要な商売を始めただけですが、町外の日本人にとっ
ては中華街のような観光スポットになっているのです。
もっとも、町民には地域の変貌を歓迎しない人も少なく

ありませんし、行政も文書の多言語化などで多くのコスト
をかけています。外国人労働力の受け入れは、良くも悪く
も雇用する企業だけの問題ではないのです。� （竹内）

＊	クレイトン・クリステンセン著、玉田俊平太監修、伊豆原弓訳『イノベー
ションのジレンマ─技術革新が巨大企業を滅ぼすとき	増補改訂版』（翔
泳社、2001年）を基に記述しています。

市場を牽
けんいん

引していたはずの優良企業が、新興企業にあっ
さりシェアを奪われる。ハーバード・ビジネス・スクール
教授のクレイトン・クリステンセンは、そうした事態が起
こる根底に、イノベーションにまつわるジレンマがあると
主張しました。
クリステンセンは、「持続的技術」と「破壊的技術」と
いう言葉を用い、イノベーションを 2種類に分けて説明し
ています。前者は「製品の性能を高める」ものです。世の
中のイノベーションの大半はこの持続的技術によって生み
出されます。
一方、後者は「従来とはまったく異なる価値基準を市場
にもたらす」ものです。そうした技術の登場は、市場構造
に破壊的変化を引き起こします。例えば、フィルムカメラ
に取って代わったデジタルカメラが良い例でしょう。もっ
とも、後に市場を席巻することになる革新的な技術を使っ
た製品も、えてして当初は性能が低く、多くの人に見向き
もされません。市場の規模はまだ小さく、優良企業が満足
できるほどの収益を生む状態にはないわけです。
優良企業は、顧客や投資家の声に注意深く耳を傾けた末
に、最も収益率の高そうにみえるイノベーションに資源を
配分しようとします。それは、売れ筋である既存製品の改
良といった持続的技術への投資にほかなりません。優良企

業はすぐれた
0 0 0 0

経営をするが故に、自社の顧客が見向きもし
ない破壊的技術への投資が合理的でないと判断し、自らを
失敗に追いやってしまう、クリステンセンはそのジレンマ
を指摘しました。
小回りが利き、小規模な市場でも採算がとれる新興企業
が破壊的技術への投資を行い、製品の性能が顧客の求める
水準に追いついたとき、優良企業はリーダーの座を失うこ
とになるのです。

ちょっと� になる気中
小

企業
経営者のための

キーワード イノベーションのジレンマ
身になる！

グローバル社会における日本のサービスと異文化ギャップ
就実大学経営学部 准教授　八巻 惠子

顧客が求める
性能の範囲

破壊的技術による新たな製品の出現
（当初の性能は低い）

製
品
の
性
能

時　間

過剰性能となる範囲

持続
的技
術に
よる
性能
の向
上

持続
的技
術に
よる
性能
の向
上

調査リポート

新規開業企業における従業員の働き方
−「2017年度新規開業実態調査・特別調査」から−
総合研究所 主席研究員　井上 考二

論点多彩
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